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（Homeland）の安全保障に関わる

連邦政府の組織機構の整備は、従来から間断な

く進められてきていたが、2001年９月11日の同

時多発テロ事件を契機として、総合的統一的な

権限・機能を有する省の新設を中心とする国土

安全保障体制の全面的再編へと、事態は急激な

展開を見せた。

2002年11月25日、国土安全保障体制の再編を

目的とする「2002年国土安全保障法（Homeland
 

Security Act of
(注２)

2002）」が成立、年を改めた

2003年の１月24日には、国土安全保障省

（Department of Homeland Security）が正式

に発足した。

国土安全保障省の新設は、100にも達しようと

いう多くの関連する連邦政府の部署のうち、テ

ロ対策を中心とした８省庁、22機関の機能及び

組織を再編し、統合することによるものである。

このような連邦政府組織機構の大規模な再編

は、1947年に合衆国軍隊を国防総省（Depart-

ment of Defense）の下に統合し、国家安全保障

会議（National Security Council）や、中央情

報機関 CIA（Central Intelligence Agency）を

創設して、国家安全保障体制を冷戦対応に一新

させたトルーマン政権下の改革以来、半世紀ぶ

りといわれる。

当然のことながら、多数の既存の省庁・機関

が関わる機能、職員、資産等の移行・整理が進

み、統合再編の過程が完了するまでには、相当

の日数をかけて、複雑な手続をとりつつ慎重に

進められなければならなかった。

新設の省が順調に立ち上がることができるか

危ぶむ声もあった。また、多くの省庁に分掌さ

れていた機能や職務を一つの省の下に統合する

ために必要な調整に関わる諸問題についての取

組みの困難さも指摘されていた。

本稿を執筆している2004年９月末現在、これ

まで既存の建物に分散配置されていた同省の部

局の主な施設を一つの庁舎に統合する本庁舎建

設計画が2005会計年度から着手されることとな

る一方で、9/11調査委
(注３)

員会が2004年７月の最終

報告に掲げた提言に基づいて、国土安全保障の

根幹に関わる情報（Intelligence）組織の統合再

編が行われようとしているなど、国土安全保障

体制について、ハード、ソフト両面においてさ

らなる整備に向けた動きが見られる。

本稿では、2002年国土安全保障法の概要を紹

介しつつ、国土安全保障省を中心とする新たな

国土安全保障機構の主要な枠組みについて解説

する（解説記事中、関係の組織機構の固有名詞の日本

語訳は、初出に限り、太字で表記した）。なお、2002

年国土安全保障法のうち国土安全保障省の基幹

となる組織に関する主な規定については、調査

及び立法考査局英米法研究会による日本語訳を

本稿の後に掲載したので、本稿解説記事と共に

参考にしていただきたい。

Ⅰ 2002年国土安全保障法制定の背景及び経過

2001年９月11日（アメリカ東岸現地時間）朝、

ハイジャックされた複数の民間航空機がニュー

ヨークの世界貿易センター（World Trade Cen-
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ter）のツインタワービルとワシントンの国防総

省本部ビル（Pentagon）にほぼ同時に突入、こ

れらのビルを崩壊させ、3000人を超える多数の

死傷者、行方不明者を出した。

この米国の政治経済の中心地区を襲った大規

模な破壊行為は、イスラム過激派による国家の

中枢を標的としたテロ活動であることが判明、

米国全土に深刻な衝撃を与えた。

１ 国土安全保障体制の脆弱性の顕在化

9/11同時多発テロ事件によって、以下に掲げ

るように、テロ活動に関する情報活動、核兵器

を含む大量破壊兵器・生物化学兵器開発の監視

及び抑止、国民生活を支える重要なインフラス

トラクチュア（critical infrastructure．以下「重

要基盤」とする。）の防護、国境警備・出入国管

理など、国土安全保障上の問題が顕在化した。

⑴ テロ活動に関する情報活動

大統領その他の政府要人を標的とした殺人暴

行はじめアメリカ政府に対するテロ行為は、過

去においても何件もあるが、外国の反米勢力が

絡んだテロ行為と認められる事件が起こるよう

になったのは、1990年代に入ってからである。

1993年、イスラム過激派と見られる者により

ニューヨーク市の世界貿易センタービル駐車場

で爆破事件が引き起こされた。

1998年、ケニヤとタンザニアの米国大使館が

同時に自動車爆弾による攻撃を受けた。

2000年10月には、イエメンで米国駆逐艦コー

ル号（USS Cole）がアルカイダの一員による自

爆攻撃を受け大破、乗員兵士に多くの死傷者を

出した。

これらの一連の事件は、米国中枢部への攻撃

の先触れであった。

連邦政府は、アルカイダをはじめとするテロ

リストの行動に関する情報活動を強化してきて

いた。しかし、9/11事件への対応についての反

省の中で、連邦政府の内外を問わず、テロ行為

に対する適切な対応のために必要な情報活動す

なわち、情報の収集、分析・評価に不十分なと

ころがあったのではないかという指摘がなされ

た。

⑵ 大量破壊兵器・生物化学兵器開発の監視及

び抑止

科学技術の高度化・普及により、核兵器を含

む大量破壊兵器や生物化学兵器などの開発が世

界各地で進められ、これらの兵器をテロリスト

が容易に入手し、持ち運びし、利用することが

できるようになった。

自動車や小型船舶に爆薬を積み込んで自らを

爆弾に仕立て上げ、あるいは、ハイジャックし

た航空機をミサイルとして使用して標的に突入

させるというように、普通の機器、装置・道具

の類あるいは爆弾を大量破壊兵器に転化して利

用する作戦も採られるようになった。

さらに、9/11事件後にワシントンの政府機関

に炭そ菌が送られた事件では、炭そ菌がテロの

手段として使用されれば、微量であっても政府

機能を麻痺させる効果をもつことが実証され

た。

こうした大量破壊兵器・生物化学兵器の開発

を監視し、抑止するための従来からの措置は、

これらの兵器を使用したテロ行為の防止には不

可欠とされるものであったが、9/11事件及びそ

の前後の一連のテロ事件で実際には所期の効果

を十分に発揮していなかったことが明らかと

なったのである。

⑶ 重要基盤の防護

9/11事件は、直接的物理的被害をもたらした

だけでなく、金融、エネルギー、通信、医療、

運輸などの国民生活を支える重要基盤がテロ攻

撃から確実に防護されているのかと、国民の不

安をかきたてた。重要基盤の防護については、
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すでにクリントン政権下で商務省に設けられた

重要基盤保障局（Critical Infrastructure Assur-

ance Office）を主管組織とする体制が整えられ

ていたが、実際にテロ攻撃の凄まじさを身近に

体験した国民からは、既存の防護体制を再検討

し、必要な強化策を早急に整備することを求め

る声が高まった。

⑷ 国境警備、出入国管理

外国から合衆国に毎日大量の物や人が入って

くるが、それらの物や人の中には、国内に危険

をもたらす恐れのあるものが少なからず含まれ

ている。しかし、大量の物や人の監視を徹底す

ることは到底不可能であるうえに、これら危険

なものを特定し、排除することも、きわめて困

難である。ましてや、合衆国は、多様性を尊重

し、受け入れる寛容で自由な国を標榜してきた

のであって、物や人を監視し、危険なものを排

除することについても、入国の水際での探知・

選別を含め、他の諸国と比較して厳しく行われ

ていたと断言することはできないのが実情で

あった。

テロリストの入国又は国内での事前の活動を

阻止することによって、9/11事件を未然に防ぐ

ことができたのではないかという反省から、テ

ロ行為の抑止のために国境警備及び入国管理の

強化徹底が必要であるとの認識が広まった。

9/11事件による被災への対応の必要性並びに

この事件により顕在化した上記のような問題状

況を背景に、国土安全保障体制の再編について、

連邦議会をはじめとして、合衆国内における議

論が展開されることとなったのである。

２ 9/11事件に対応した緊急措置

9/11事件の直後、被災からの復興措置があわ

ただしく展開される中で、９月17日には、司法

長官から連邦議会に対し、テロ行為に対抗する

緊急法案が示された。この法案は、10月24日、

連邦議会を通過、10月26日には米国愛国
(注４)

者法と

して成立した。連邦議会は、さらに、米国愛国

者法の審議と前後して、短時日のうちにいくつ

もの緊急措置法を審議し、可決して
(注５)

いった。

大統領は、こうした連邦議会の動きと並行し

て、10月８日、大統領府に国土安全保障室

（Office of Homeland Security）を設置し、

国土安全保障戦略の策定や連邦政府機能の統

合・調整を行うこととした。しかし、この国土

安全保障室に対する指揮系統が単一でないなど

機構上の不備があり、所期の機能の実効性につ

いて危惧する見方もあった。

2002年６月６日、ブッシュ大統領は、連邦政

府に国土安全保障について中核となる統合され

た単一の組織を創設する必要性を国民に訴え

た。そして、６月18日、大統領は、連邦議会に

国土安全保障再編案を提出した。この大統領の

提案は法案の形に書き換えられ、100名を超える

下院議員の共同提案により、６月24日連邦議会

に提出さ
(注６)

れた。

３ 国土安全保障法案の審議

2002年６月24日、下院が受理した法案

HR5005は、国土安全保障特別委員会（Select
 

Committee on Homeland Security）その他関

連事項を所管する10を超える委員会に付託され

た。各委員会は、期限とされる７月12日までに

所定の審議を終了した。

７月16日、大統領は国土安全保障に関わる国

家戦略（National Strategy for Homeland
 

Security）を公表した。この国家戦略は、大統領

が議会に示した前記提案を展開したものであ

り、審議が開始された法案の理解に資する情報

を提供し、法案審議に梃入れをした。

７月24日未明、国土安全保障特別委員会によ

る報告書（H.Rept.107-609）が提出され、翌７

月25日早朝から26日夕刻までの２日間にわた
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り、下院本会議で集中的な審議が行われた。そ

して、法案は７月26日夜、295対132の圧倒的多

数で可決され、下院を通過した。

７月30日、上院は、下院を通過した法案を受

理したが、夏の休会時期が到来したこともあり

９月３日まで審議開始が延期された。

９月４日上院で審議が開始された。審議は、

中間選挙をはさんだ11月19日までの２か月間、

断続的に行われ、通算して約20日間という多く

の日時を費やした。

この間、下院では別のバージョンの下院法案

HR5710を可決し、上院に送付してきた。上院で

は、このHR5710を受け入れた修正案を11月19

日、90対９の大差で可決し、下院に回付した。

下院は、この上院修正案に同意、かくして11月

22日法案HR5005は、HR5710と本質的に同一

の部分をもつものとなって連邦議会を通過し、

大統領の許に送られた。

11月25日、大統領が署名し、国土安全保障法

（Pub.L.No.107-296）が成立した。

こうした足掛け６か月にわたった連邦議会で

の法案審議では、本稿
(注７)

冒頭に掲げた国土安全保

障体制の問題点を中心に議論が展開されたが、

共和党と民主党とが最も激しく対立した問題

は、国土安全保障省一般職員の権利保障である。

国土安全保障機能を一つの組織に統合し、緊

急事態に効果的に対処する体制の整備を目的と

した今回の再編計画の中でも、関係の人的資源

を確保し、緊急事態に即した柔軟な人員の配置

を行えるようにすることは、最大の眼目であっ

た。しかし、その実現の過程で、職員に保障さ

れるべき雇用や労働条件に関する諸権利が著し

く制限されるおそれがある、という指摘が労働

者団体からなされて
(注８)

いた。

この問題をめぐる対立は、国土安全保障法案

の議会通過の最大の障害となるはずであった

が、この年の11月の中間選挙における共和党の

勝利により上院下院とも共和党が過半数を占め

たため、その障害は解消されてしまった。さら

に、大統領が制限することができるとした団体

交渉権の取扱いについて４年ごとに見直しを行

うという共和党の妥協案を民主党が受け入れた

ことが、上院で民主党が賛成に回り、法案が圧

倒的な多数で可決されることにつながったとみ

られている。

Ⅱ 2002年国土安全保障法の構成及び概要

この法律は、国土安全保障省という連邦政府

組織の設置にとどまらず、国土安全保障体制全

般の構築に関わる法律であり、同法第１条第２

項に掲げる目次で一覧するように、冒頭の総則

的な４か条並びに17の編（Title）に編制された

多様な内容の243か条の条文で構成されている。

各条文の規模も大小様々であり、法律全体の規

模も極めて大きなものとなって
(注９)

いる。以下では、

この法律の編制に従い、主な規定の概要につい

て紹介する。（「後掲翻訳参照」と注記のある規定は、

詳細については後掲翻訳を参照していただくことと

し、この項におけるそれら規定の概要については、ごく

簡単な記述にとどめたことをお断りしておく。）

総則的な規定（第１条～第４条）

この法律の冒頭の４か条は、次に掲げるとお

り、略称及び目次、定義、解釈・可分性の原則、

施行日について定める総則的な規定である。

・この法律の引用に際して使用することができ

る略称を「2002年国土安全保障法（Homeland
 

Security Act of2002）」とする。（目次につい

ては、後掲翻訳参照）

・「アメリカ国土（American homeland）」、「国

土（homeland）」、「連邦議会の所管の委員会

（appropriate congressional  commit-

tee）」、「資産（assets）」、「重要基盤（critical
 

infrastructure）」、「省（Department）」、「緊

急対応担当者（emergency response pro-

外国の立法 222（2004.11)4



 

viders）」、「行政機関（executive agency）」、

「機能（functions）」、「重 要 資 源（key
 

resources）」及び「地方政府（local govern-

ment）」といった用語のこの法律における意

味について定める。

・ある規定がある特定の状況において適用上無

効又は執行不能と判断された場合、その規定

が法の許容する最大限の効果を生じるよう解

釈し、又はその規定が他の規定から分離した

ものとみなし、若しくは他の規定に影響を与

えないようにして、類似の他の状況下におけ

るその規定の適用に影響が及ばないようにし

なければならない。

・この法律は、制定日の60日後に施行さ
(注10)

れる。

第Ⅰ編 国土安全保障省（第101条～第103条）

（後掲翻訳参照）

この編（Title）では、行政府の一省として国

土安全保障省を設置すること、並びに、省の任

務並びに長官（Secretary）、副長官（Deputy
 

Secretary）、長官特別補佐官（Special Assis-

tant to the Secretary）及びその他の幹部職員

の任命と職務内容について定める。

第Ⅱ編 情報分析及び基盤防護

この編は、Aから Dまでの４つの部（Part）

により編制される。各部の概要は以下のとおり

である。

A部 情報分析・基盤防護総局；情報アクセス

（第201条、第202条）（後掲翻訳参照）

この部では、情報分析・基盤防護担当次官

（Under Secretary for Information Analysis
 

and Infrastructure Protection）を長とする情

報分析・基盤防護総局（Directorate for Infor-

mation Analysis and Infrastructure Protec-

tion）の設置その他同局に関する以下の事項に

ついて定める。

・情報分析・基盤防護総局の機能

・情報分析担当次官補（Assistant  Secretary
 

for Information Analysis）及び基盤防護担

当次官補（Assistant Secretary for Infras-

tructure Protection）の責務

・連邦政府の既存機関から同省に移管される情

報関連機能

・長官による情報アクセスの確保

B部 重要基盤情報（第211条～第215条）（後掲

翻訳参照）

この部では、この部の略称及びこの部におけ

る用語の定義について定めるほか、国土安全保

障の 基 盤
インフラストラクチャー

であって、国土安全保障の死命を

制する極めて重要なものである重要基盤に関連

する情報について次のような規定を定める。

・重要基盤情報プログラムの指定権者を大統領

又は国土安全保障長官のいずれかとするこ

と。

・重要基盤・防護システムの安全に関係する連

邦機関に任意で提出された重要基盤情報の保

護及び取扱手続

・違反行為に対する制裁

C部 情報セキュリティ（第221条～第225条）

（後掲翻訳（抄）参照）

この部では、情報の完全性や秘密の保持その

他情報セキュリティに関連した次のような事項

について規定する。

・情報共有の手続

・プライバシー政策に第一次的責任を負うプラ

イバシー担当官（Privacy Officer）の任命

・非連邦（州、地方及び民間）におけるサイバー

セキュリティ強化のための措置

・ネットガード（Net Guard）の構築

・特定のコンピュータ犯罪についての量刑指針

（Sentencing Guidelines）の見直し
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D部 科学技術室（第231条～第237条）

この部では、司法省の国立司法研究所に付設

する科学技術室について、次のとおり定める。

・司法省（Department of Justice）の国立司法

研究所（National Institute of Justice）に科

学技術室（Office of Science and Technol-

ogy）を付設する。

・科学技術室の主たる任務を、捜査及び警察科

学の技術、矯正技術並びに裁判手続を支援す

る技術を含む法執行技術の研究開発・利用支

援とする。

・科学技術室長（Director）は、全国に設置され

る 複 数 の 法 執 行・矯 正 技 術 セ ン ター

（National Law Enforcement and Correc-

tions Technology Centers）の支援及び、場

合によっては、それらのセンターの新設を行

う。

第Ⅲ編 国土安全保障を支援する科学技術（第

301条～第313条）（後掲翻訳（抄）参照）

この編では、国土安全保障関連の科学技術の

研究・開発、利用等に関わる次のような事項に

ついて定める。

・科学技術担当次官（Under Secretary for
 

Science and Technology）を長とする科学技

術総局（Directorate of Science and Tech-

nology）の設置

・エネルギー省（Department of Energy）のプ

ログラム及び活動並びに国防総省（Depart-

ment of Defense）の国立生物兵器防衛分析セ

ンター（National Bio-Weapons Defense
 

Analysis Center）の機能を国土安全保障省に

移管すること。

・保健福祉長官（Secretary of Health and
 

Human Services）との調整を必要とする特

定の公衆衛生関連活動の指揮

・連邦資金による国土安全保障関連の研究開発

センターの設立

・国土安全保障高等研究企画庁（Homeland
 

Security Advanced Research Projects
 

Agency）の設置

・省の内外で行う研究開発、実証実験、分析評

価のプログラムの指揮

・国土安全保障支援を目的する、エネルギー省

の国立の研究所及びサイトの活用

・農務省プラムアイランド動物疾病センター

（Plum Island Animal Disease Center,

Department of Agriculture）を、研究その他

の活動についての農務長官の指揮権を除き、

国土安全保障省に移管すること。

・国土安全保障科学技術諮問委員会（Home-

land Security Science and Technology
 

Advisory Committee）の設置

・国土安全保障研究所（Homeland Security
 

Institute）の設置

・国土安全保障を高めるための技術情報セン

ターの設立を含む技術革新推進プログラムの

策定及び推進

第Ⅳ編 国境・運輸安全総局

この編は、Aから Fまでの６つの部で編制さ

れている。各部の概要は、以下のとおりである。

A部 国境・運輸安全担当次官（第401条～第403

条）（後掲翻訳参照）

この部では、国境・運輸安全担当次官の職務

及び権限について、次のような規定を定める。

・国境・運輸安全担当次官（Under Secretary
 

for Border and Transportation Security）

を長とする国境・運輸安全総局（Directorate
 

of Border and Transportation Security）を

設置する。

・財務省（Department of Treasury）の組織で

ある合衆国関税局（United States Customs
 

Service）、運輸省（Department of Transpor-

tation）の組織である運輸安全局（Transpor-
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tation Security Administration）、共通役務

庁（U.S.General Services Administration）

の組織である連邦保安局（Federal  Protec-

tive Service）、財務省の連邦法執行訓練セン

ター（Federal Law Enforcement Training
 

Center）及び司法省司法プログラム局（Office
 

of Justice Programs）の国内テロリズム対応

室（Office for Domestic Preparedness）の

機能、職員、資産及び負債を国土安全保障省

に移管する。

B部 合衆国関税局（第411条～第419条）（後掲

翻訳（抄）参照）

この部では、財務省から移管される関税局に

関する以下の事項について規定する。

・関税局を国土安全保障省の組織として編制

し、その長である関税局長を任命すること。

・一定の法律に基づき財務長官に与えられてい

る関税徴収機能は、財務長官に留保すること。

・関税徴収の従前からの機能を維持すること。

・合衆国関税局が使用可能な資金を確保するこ

と。

・関税徴収の職務の範囲

・税関手数料を元にした「通商・国土安全保障

税関自動化会計（Customs Commercial and
 

Homeland  S e c u r i t y A u t o m a t i o n
 

Account）」を創設すること。

C部 雑則（第421条～第430条）

この部では、以下の多様な事項について規定

する。

・６件の特定の法律に基づく農産物輸入通関検

査（検疫を除く）に関する農務長官（Secre-

tary of Agriculture）の職務を国土安全保障

長官に移管すること。

・共通役務長官（Administrator of General
 

Services）による連邦の土地・建物の運用、維

持及び保護

・航空安全、空輸業務の運行、航空機の耐空性

又は空域の利用に影響する行為について国土

安全保障省と運輸省連邦航空局（Federal
 

Aviation Administration）との事前協議

・運輸安全局を国土安全保障省内の別個の組織

体として維持すること。

・空港における爆発物検知システムの整備

・運輸長官の下にある運輸安全監視委員会

（Transportation Security Oversight
 

Board）における国土安全保障省の新たな位

置づけ

・輸入物品の通関検査に関する情報及び情報技

術について行われる国土安全保障省と農務

省、保健福祉省その他国土安全保障長官が適

当と認める省庁との間の調整

・査証（ビザ）の発給

・査証発給拒否に関する情報をデータシステム

に入力すること。

・司法省から移管される国内テロリズム対応室

を国境・運輸安全総局内に置くこと。

D部 移民管理執行機能（第441条～第446条）

（後掲翻訳（抄）参照）

この部では、移民［出入国］管理権の執行に

関する以下の事項について定める。

・司法省の管轄下において移民帰化局長（Com-

missioner of Immigration and Natu-

ralization）により実施されていたプログラ

ム（国境警備、拘束・退去強制、情報活動、

捜査及び検査）に関わる職員、資産及び負債

を国境・運輸安全担当次官に移管すること。

・国境安全局（Bureau of Border Security）

の設置及び同局の長たる担当次官補の職務

・職員の職務上の責任及び質の審査、懲戒

・執行業務の改善に関する報告

・カリフォルニア（California）州のサンディエ

ゴ（San Diego）付近の外栅建設計画を最優先

とする連邦議会の意向
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E部 市民権・移民サービス（第451条～第462

条）（後掲翻訳（抄）参照）

この部では、移民［出入国］や市民権取得の

手続に関わる組織及び業務遂行に関する以下の

事項について定める。

・国土安全保障省に市民権・移民サービス局

（Bureau of Citizenship and Immigration
 

Services）を置くこと及び同局に関連する次

に掲げる事項について定める。

・・局長の監督を副長官とすること、資格要件

としての管理事務経験及び給与

・・局長の職務

・・移民帰化局長から市民権・移民サービス局

長への職務、職員、インフラ及び資金の移

管

・・省に市民権・移民サービス担当のオンブズ

マン（Ombudsman）を置くこと、そのオン

ブズマンの資格要件及び職務、オンブズマ

ンの連邦議会に対する報告義務、地方のオ

ンブズマンに対する省のオンブズマンの人

事権、地方オンブズマンの職務

・・職員の職務上の責任及び質の審査並びに懲

戒

・・施行日

・移管前の機関に関わる連邦法、大統領令、規

則その他文書で指示された当該機関の名前を

移行過程においては「市民権・移民サービス

局長」とする。職員及び未使用歳出予算の移

管についての特別措置を採る。

・市民権・移民サービス局による移民査証申請、

帰化申請及び亡命・難民申請の判定並びに

サービスセンターでの判定を効率的に合理的

な期間内で完了させる計画について連邦議会

に報告する。

・緊急で予測不可能な需要に対する迅速な対応

を保障するための法改正について連邦議会に

報告する。

・国土安全保障長官は、移民及び国籍法に基づ

く申請の処理段階におけるオンライン情報を

提供するためにオンラインに基礎を置いたシ

ステムの開発を行う。オンライン申請及び処

理の改善についての実現可能性を調査する。

・連邦議会上下両院と協議して技術諮問委員会

（Technology Advisory Committee）を設置

する。

・同伴者のいない外国人の子どもの世話につい

て移民法に基づく職務を保健福祉省難民定住

課長（Director of the Office of Refugee
 

Resettlement of DHHS）に移管する。

F部 一般的移民規定（第471条～第478条）

この部では、移民管理行政の移管に関わる職

員・会計その他の一般的事項について定める。

・移管完了後には、司法省の移民帰化局を廃止

する。

・司法省の移民帰化局並びに国土安全保障省の

国境安全局及び市民権・移民サービス局の職

員の自主的離職のために奨励金を支払う。

・司法長官及び国土安全保障長官は、この法律

の制定後５年以内に、被用者の教育訓練方式

に関する政策・手続の変更による人事管理の

改善を測定することを目的とする実証実験を

行うことができる。

・国境安全局と市民権・移民サービス局とに適

切な資金が保証されるべきこと及び移管後の

機能が移管前の機能に優ることが保証される

べきであることを議会の意向とする。

・副長官官房（Office of Deputy Secretary）

に共管業務部長（Director of Shared Ser-

vices）を置き、コンピュータのデータベース

及び情報技術を含む情報資源の管理、記録

ファイルの管理並びにフォームの管理を含

む、国境安全局及び市民権・移民サービス局

の資源の調整にあたらせる。

・国境安全局と市民権・移民サービス局の資金

のための別個の会計を設ける。
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・国境安全局と市民権・移民サービス局とが予

算、人事、組織構造、指揮系統などについて

それぞれ分離したものとする実行計画を策定

する。

・移管による移民機能への影響について大統領

並びに下院の司法委員会及び政府改革委員会

（Committee on Government Reform）並

びに上院の司法委員会及び政府問題委員会

（Committee on Governmental Affairs）に

年次報告を行う。

第Ⅴ編 緊急事態対応（第501条～第509条）（後

掲翻訳参照）

この編では、緊急事態対応の機能及びそのた

めの組織として、連邦緊急事態管理庁をはじめ

とする既存機能及び組織を国土安全保障省の下

に移行して統合することに関連して、以下の事

項について定める。

・緊急事態対応担当次官（Under Secretary for
 

Emergency Preparedness and Response）を

長とする緊急事態対応総局（Directorate of
 

Emergency Preparedness and Response）を

設置する。

・連邦緊急事態管理庁（Federal  Emergency
 

Management  Agency）、国家海洋大気庁

（National Oceanic and Atmospheric Ad-

ministration）の統合危険情報システム（Inte-

grated Hazard Information System）、連邦

捜査局（Federal Bureau of Inves-tigation）

の国内テロ対応室（National Domestic Pre-

paredness Office）、司法省の複数の国内緊急

事態支援班（Domestic Emergency Support
 

Teams）並びに保健福祉省の緊急事態対応室

（Office of Emergency Preparedness）、国

家災害医療体制（National Disaster Medical
 

System）及び大都市医療対応システム（Met-

ropolitan Medical Response System）並び

に保健福祉省戦略的国家備蓄（Strategic

 

National Stockpile of DHHS）を国土安全

保障省に移管する。

・通常はエネルギー長官及び環境保護庁長官

（Administrator of Environment Protec-

tion Agency）の指揮下にある核問題有事対

応班（Nuclear Incident Response Team）

を、緊急事態においては国土安全保障長官の

指揮下に置く。

・生物、化学、放射線、核その他の潜在的テロ

リズムの脅威に対する病院の対応を向上させ

るための公衆衛生関連活動に関して、保健福

祉長官と国土安全保障長官とが協働して、戦

略、評価基準等を策定する。

・連邦緊急事態管理庁の機能を定める。

・緊急事態対応のために全国の民間部門の通信

網を最大限活用する。

・商業ベースで開発された技術を活用し、国土

安全保障省の情報システムにより情報の収

集、管理等を行うこと、国土安全保障省の物

品及びサービスの供給源を民間資源に求めて

いくことを連邦議会の意向とする。

第Ⅵ編 合衆国軍隊及びその他の政府組織の構

成員のための慈善信託の取扱い（第601

条）

2002年９月11日のテロ攻撃の後、ブッシュ大

統領が宣言したテロとの闘いにおいて命を国に

捧げた最初のアメリカ人となった CIA職員

ジョニー・マイケル・スパン（Johnny Micheal
 

Spann）の英雄的行動を称え、遺族に補償を与え

るためにその名を冠した愛国者慈善信託

Patriot Trustを設立する。この信託により合衆

国軍隊及びその他の政府組織の構成員がテロ行

為に対する公務執行又は事故により犠牲となっ

た場合、遺族に信託の基金から補償金を給付す

る。

第Ⅶ編 管理運営（第701条～第706条）
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この編では、国土安全保障省の財政、人事、

統計その他の管理運営関連の事項について定め

る。

・管理運営担当次官（Under Secretary for
 

Management）は、国土安全保障長官の命を

受けて、省の管理運営をつかさどる。

・管理運営担当次官は、国境安全局及び市民

権・移民サービス局が収集した出入国統計情

報の維持管理並びにそれらの統計の信頼性及

び妥当性の基準の設定を行う。

・司法省の移民帰化局政策企画部（Office of
 

Policy and Planning）統計課（Statistical
 

Branch）所掌の統計情報整備機能を管理運営

担当次官に移管する。

・首席財務担当官（Chief Financial Officer）

及び情報最高責任者（Chief Information
 

Officer）を置く。

・首席人事担当官（Chief Human Capital Offi-

cer）を置き、国土安全保障省一般職員に対し、

権利及び法的救済についての知識を普及させ

る。

・市民的権利・市民的自由担当官（Officer for
 

Civil Rights and Civil Liberties）を置き、

国土安全保障省職員による市民的権利・自由

及び人種・民族的差別についての申立ての審

査並びに関連情報の広報を行わせる。

・地方事務所・出先事務所の統合・同一場所へ

の集中配置の計画を策定する。

第Ⅷ編 連邦以外の組織体との調整、監察総監、

合衆国シークレット・サービス、沿岸

警備隊、一般規定

この編は、A部からⅠ部までの９部編制であ

る。各部の概要は以下のとおりである。

A部 連邦以外の組織体との調整（第801条）

州・地方政府調整室（Office of State and
 

Local Government Coordination）を設置し、

州・地方政府に関する本省の活動についての調

整、テロ対応国家戦略において州・地方政府に

必要な資源の獲得支援、州・地方政府への情報

及び技術支援の提供、テロ対応その他国土安全

保障活動の国家戦略を構築するための州・地方

政府からの情報提供の受け容れ手続の整備など

を行う。

B部 監察総監（第811条～第812条）

司法長官は、各監察総監（Inspector Gen-

eral）、各監察総監の下にある捜査担当監察総監

補（Assistant Inspector General for Investiga-

tions）及びこれらの監察総監補の監督下にある

特別捜査官（special agents）に、火器携行、令

状なしでの逮捕及び逮捕・家宅捜索等の令状の

請求・執行の権限を与える（1978年監察総監法

の一部改正）。

C部 合衆国シークレットサービス（第821条）

合衆国シークレットサービス（U.S. Secret
 

Service）の職務、職員、資産及び負債を国土安

全保障長官に移管し、国土安全保障省内の明確

な組織体として維持する。

D部 調達（第831条～第835条）

・国土安全保障長官は、この法律の施行日から

５年間、パイロット・プログラム（研究開発

プロジェクト、プロトタイプ・プロジェクト）

を実施することができる。研究開発プロジェ

クトを行うときは、合衆国法典第10編第2371

条（調査研究プロジェクトについて契約・助

成金以外に認められる取引行為）に定める国

防長官の権限と同一の権限を行使することが

できる。プロトタイプ・プロジェクトを行う

ときは、1994会計年度国家防衛授権法

（National Defense Authorization Act for
 

Fiscal Year1994）第845条（武器の開発研究）

に基づくプロトタイプ・プロジェクトの実施
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条件によることができる。

・専門家やコンサルタントなどの人的サービス

を連邦法に従い調達することができる。緊急

に国家安全保障に必要な場合には、支払いの

制約を受けない。

・一定の調達における小規模購入限度額の増額

規定、簡易調達手続及び特定市販品とみなす

権限規定の適用がなければ、国土安全保障長

官の所期の任務を遂行するために必要な調達

ができないと書面で決定したときは、これら

の規定を適用した調達を行うことができる。

・連邦調達規則を改正し、連邦政府が要請しな

いにもかかわらず提示される調達契約の申し

出の取扱いに関する規定を盛り込む。

・外国法人企業とは、一部の場合を除き、契約

を締結することはできない。

E部 人的資源管理（第841条及び第842条）

・連邦議会は、国土安全保障省の一般職員が自

らの業務に求められる要請について最も直接

的な認識を有し、最善の業務効率の達成に確

実に寄与する人的資源管理システムに直接的

関心を有すると判断し、人的資源管理システ

ムの構築にこれらの一般職員の参加を許し、

その助言を活用すべきであるという意向を有

している。

・この意向を反映させて、合衆国法典第5編（政

府の組織及び職員）第Ⅲ部（職員）に「第97

章 国土安全保障省 第9701条「人的資源管理

システム」という１か条からなる章（Chap-

ter）を加え、公務における能力・適性の原則

の保証、労働組合の結成及び団体交渉の保証、

職員代表による提言など、一般職員の参加を

保証するシステムの要件等を定める。

・国土安全保障省に移管される庁や部局は、一

部の場合を除き、合衆国法典第５編第Ⅲ部第

71章（政府被用者に関わる労使関係）の規定

の適用を除外される。

F部 連邦の弾力的緊急調達（第851条～第858

条）

・この部の規定は、執行機関（executive
 

agency）の長の判断に従い、テロリズム若し

くは核、生物化学若しくは放射能による攻撃

に対する防衛又はそれらの攻撃からの回復の

ために使用される財産若しくはサービスの調

達に適用される。

・人道的活動、平和維持活動又は非常事態活動

を支援するために前記の調達を行うときは、

その簡易化された取得の限度額を、合衆国内

での契約、購入等については20万ドルに、合

衆国外でのものについては30万ドルに、それ

ぞれ増額して適用する。

・一定の調達のための小規模購入限度額を

7,500ドルに引き上げる。

・執行機関の長は、調達対象の財産又はサービ

スが市販のものか否かにかかわらず、特定調

達市販品とみなすことができる。

・執行機関の長は、合理化された取得権限及び

手続を利用することができる。

・監察総監は、2004年３月31日までに、この部

の規定に従い行われた調達の範囲について審

査し、上院政府問題委員会及び下院政府改革

委員会に報告する。

・執行機関の長は、防衛又は回復の促進のため

の要件を満たすために市場で活用することが

できる能力を、中小企業や連邦との契約に新

規に参入する者の能力を含めて、同定するた

めの市場調査を行う。

G部 2002年効果的技術促進による反テロリズ

ム支援法（第861条～第865条）

・この部は、「2002年効果的技術促進による反テ

ロリズム支援法（Support Antiterrorism by
 

Fostering Effective Technologies Act of

2002）」又は「SAFETY Act」として引用す

ることができる。

米国における2002年国土安全保障法の制定
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・国土安全保障長官は、この部において設定さ

れたリスク管理システムの下で保護を受ける

資格を有する反テロ技術を指定することがで

きる。その指定基準には、合衆国政府が以前

に使用したことがあるもの若しくは実質的な

効用及び効果を立証したものであるか、公私

いずれの条件の下でも直ちに配備することが

できる技術の使用可能性があるか、これらの

反テロ技術の頒布・提供者に異常な規模の第

三者賠償責任を負わせる潜在的危険率の高い

もの（risk exposure）が存在するか、この反

テロ技術がこの部の規定の下でのリスク管理

システムによる保護が及ばない限り配備され

ないという実質的見込みがあるか、この反テ

ロ技術が配備されない場合における公衆に対

する危険率の大きさはどの程度か、危害のリ

スクを実質的に軽減する技術の能力を評価す

るために実行可能なあらゆる科学研究の査定

は行われているか、テロ行為を阻止し、撲滅

し、又はこれに対応する技術を含め、テロ行

為に対する防衛を容易にするために効果的な

反テロ技術であるか、が含まれる。

H部 雑則（第871条～第890条）

・国土安全保障長官は、必要な諮問委員会を設

けることができる。

・国土安全保障長官は、省内の組織再編を行う

ことができる。

・法に基づき特別に認められた財産の処分は、

「1949年連邦行財政サービス法（Federal
 

Property and Administrative Services Act
 

of1949）」第204条の規定を厳格に遵守して行

い、その収益は国庫の雑収入として納入する。

・一定の場合を除き、省に対する寄付・寄贈は、

特に歳出予算法で認められたものでない限

り、受け取ることができない。

・省の予算案には、複数年度にわたる「国家安

全保障将来プログラム（Future Years Home-

land Security Program）」を添付するものと

する。

・国土安全保障省は、軍事行動に従事する権限

をもたず、国防総省及び軍隊の権限を侵さな

い。

・この法律は、国土安全保障省に移管される組

織の規則制定権限以外に新たな規則制定権限

を与えるものではない。ただし、科学技術担

当次官を通じて発せられる、省内の研究開発、

実証実験、検査、評価等に関する規則及び反

テロ技術開発に必要な規則、並びに連邦政府

の施設・用地内の者を守る目的で国土安全保

障長官が定める規則については、例外とする。

・国土安全保障長官は、省の上級幹部職員を指

名して、違法薬物の輸入阻止並びに違法な薬

物取引とテロリズムとの関係の追跡及び遮断

に関する省内及び省と関連機関との間におけ

る政策及び作戦遂行の調整に第一次的責任を

有する者として任命する。

・国土安全保障長官官房に国際部（Office of
 

International Affairs）を置き、友好国との国

土安全保障に必要な技術及び実務に関する情

報の共有を図る。

・市民防衛隊（Citizen Corps）の活動として司

法省が2002年１月に提案した「テロ情報及び

テロ防止システム（Terrorism Information
 

and Prevention System；TIPS）」活動

（Operation TIPS）を構成するプログラムを

実行する連邦政府の行動はすべて、この法律

の施行後は実行しない。

・国土安全保障省に移管された各機関の職員の

給与を見直し、能力主義の原則に従い、法執

行部門における不均衡を是正した給与計画を

策定する。

・国土安全保障長官官房に首都圏地域調整局

（Office of National Capital Region Coor-

dination）を置き、首都圏地域における国土安

全保障の取組みを調整させる。
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・国土安全保障省は、雇用機会均等を保護する

義務及び内部告発者を保護する義務を負う。

・国土安全保障省に移管された機関及び権限執

行権者を対象とする連邦法執行訓練センター

における訓練は、従来どおり行う。

・国土安全保障長官は、合衆国政府の軍及び文

民双方の機関の代表で構成する恒久的な「関

係機関合同チーム（Joint Interagency Home-

land Security Task Force）」を設置し、合

衆国に対するテロリストの脅威の予測及び阻

止行動に当たらせる。

・連邦議会は、「民警団法（Posse Comitatus
(注11)

Act）」の規定が、戦争、暴動、国に対する大

量破壊兵器を使用した攻撃を含むその他の深

刻な緊急事態においてのみ、軍隊を民警団と

して法執行に当たらせることを可能としてい

ることを再認識し、国土安全保障法がこのこ

とを変更するものではない、とする意向を有

している。

・公衆衛生上の緊急事態（潜在的なものを含む）

に際しての保健福祉省と関連機関（国土安全

保障省、司法省、連邦捜査局等）との間にお

ける情報開示が義務づけられる。

・沿岸警備隊を国土安全保障省に移管し、省内

の独自の法的主体として維持する。沿岸警備

隊の機能、任務及び資産は、法律による別段

の定めがない限り、従前のとおりとする。

・大統領予算教書において、国土安全保障予算

の分析について公表する。

I部 情報の共有（第891条～第899条）

・この部は、「国土安全保障情報共有法（Home-

land Security Information Sharing Act）」

として引用することができる。

・連邦議会は、次のような見解を有している；

連邦政府は、憲法の定めるところによる防衛

体制整備の要請に応えるために、州及び地方

の職員に依拠するところが大きく、これらの

職員に国土安全保障情報のアクセスを保証す

る必要がある。そのためには、機密情報取扱

許可を与えることや、追加の情報については

こうした許可を必要としないよう機密指定を

解除し、若しくは編集・改訂することが必要

となる。州・地方の職員は連邦機関が保有し

ない情報を収集する能力や機会を保有してい

るが、これらの情報は、連邦、州及び地方の

政府にとって有用なものとなる。これらの情

報共有のために、全国法執行通信システム及

びテロリスト脅威警報システムを含む情報シ

ステムは設置された。この取組みは現行の情

報システムとの重複を避けなければならな

い。連邦、州及び地方の政府は、連絡が困難

な都市部及び村落の共同体を重視して、国土

安全保障情報の共有を図るべきである。

・大統領は、省を含む連邦の機関、州及び地方

の職員による国土安全保障情報の共有、機密

扱いとされていない国家安全保障情報の特定

及び保護並びに機密情報の移送及び移送後の

共有の範囲を決定するための手続を定める。

この手続は、承認された目的外の使用を防ぐ

ために情報の再配布を制限すること、情報の

セキュリティ及び機密性を確保すること、情

報主体である個人の憲法その他の法令の下に

おける権利を保護すること並びにデータの完

全性を確保することを国土安全保障情報の使

用に関する条件として定める。

・大統領が定めた手続に従い、情報コミュニ

ティを含む関連機関は、情報共有システムを

通じて、国土安全保障情報を共有する。

・情報共有システムは、機密情報及び機密扱い

とされない情報のいずれをも伝達することが

できる機能及び情報の受け手の条件に応じて

情報の再配付を限定する機能を有し、能率

的・効果的な共有を可能とし、かつ州及び地

方の担当職員のアクセスが確保されたものと

する。
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・大統領が定めた手続に従い、該当する機関及

び職員は共有の情報へのアクセスを保証され

る。

・大統領は、先に大統領が定めた手続に従い範

囲が決定された後に機密扱いとされ、若しく

は保護されることとなった国土安全保障情報

を連邦の機関と州・地方の職員とが共有する

ための手続を定める。この手続は、州・地方

の職員についてセキュリティを精査する調査

を行うこと、機密情報ではないが慎重な取扱

いを要する情報を非開示とすること並びに

州・地方の職員が関与する情報共有のための

連携（例えば、連邦捜査局の合同テロ対策班

（Joint Terrorism Task Forces）、司法省の

反テロ班（Anti-Terrorism Task Forces）及

び地域のテロ早期警告班（Terrorism Early
 

Warning Groups）を指す）の活用を促進する

こと、といった意義を有する。

・関連の連邦機関には、この法律の運用を所管

する官職が置かれる。

・大陪審情報を共有する権限に関わり連邦刑事

訴訟規則（Federal Rules of Criminal Proce-

dure）第６条（Rule）⒠［公判記録の録取及

び開示］を改正する。

・電子的通信、有線通信及び口頭の会話の傍受

により得た情報を共有する権限に関わり合衆

国法典第18編［犯罪及び刑事手続］第2517条

［有線通信、口頭の会話又は電子的通信の開

示及び利用の権限］を改正する。

・外国諜報情報との関わりにおいて、米国愛国

者法第203条⒟⑴を改正し、テロの脅威に対応

するための外国諜報情報の開示を適法と
(注12)

する。

・電子的監視により収集された情報の利用を授

権される者の範囲に州・地方の法執行職員を

含めるため、1978年外国諜報監視法（Foreign
 

Intelligence Surveillance Act of1978）第106

条⒦⑴を改正する。

・物理的捜索により収集された情報の利用を授

権された者の範囲に州・地方の法執行職員を

含めるため、1978年外国情報監視法第305条⒦

⑴を改正する。

第Ⅸ編 米国国土安全保障会議（第901条～第

906条）

この編では、大統領府に国土安全保障会議を

置くこと並びにその構成員及び任務等につい

て、以下のように定める。

・大統領府に、国土安全保障事項について大統

領に助言するため、「国土安全保障会議

（Homeland Security Council）」として周知

される会議組織を置く。

・国土安全保障会議は、大統領、副大統領、国

土安全保障長官、司法長官、国防長官及びそ

の他大統領が指名する者で構成する。

・同会議には、文民の行政長官を長とするス

タッフを配置する。

・同会議は、合衆国の目標、関与及びリスクに

ついての評価、大統領に対するそれらに関す

る意見具申並びに連邦政府の国土安全保障政

策の審査・監督についての大統領に対する提

言等をも任務とする。

・大統領は、国家安全保障会議（National Secu-

rity Council）と国土安全保障会議との合同会

議を開催することができる。

第Ⅹ編 情報セキュリティ（第1001条～第1006

条）

この編では、情報セキュリティに関わる事項

について、政策や管理に関する行政管理・予算

庁長官の権限を中心に、以下のような規定を定

める。

・この編は、「2002年連邦情報セキュリティ管理

法（Federal Information Security Manage-

ment Act of 2002）」として引用することが

できる。
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・連邦の活動を支援する情報資源に関する包括

的枠組みの設定、効率的統制の確保、連邦全

体における情報セキュリティのリスク管理・

監視等について定めていた２年間の時限立法

である合衆国法典第44編第35章第
(注13)

Ⅱ節の全部

を改正する。

この改正により、行政管理・予算庁（Office
 

of Management and Budget）長官は、行政

機関における情報セキュリテイ規準を定める

こと、情報セキュリティに関する政策、規準

等の実施状況を監視すること、不正アクセス

等による危害に対する防護策を整備するよう

行政機関に要請すること、国家安全局

（National Security Agency）その他の国家

安全保障システムの運用・統制機関・組織と

調整を行うことなどの責務が課される。ただ

し、国家安全保障システムについては、情報

セキュリテイ規準の適用、情報セキュリティ

に関する政策等の実施状況の監視、情報セ

キュリティ防護策整備の要請などについての

行政管理・予算庁長官の権限は、国家安全保

障システムについては適用されない。

また、この改正により、連邦の行政機関に

おいては、情報セキュリティ防護策の整備、

幹部職員に対するその統制下にある活動及び

資産を支える情報及び情報システムのセキュ

リティ整備の義務づけ、情報最高責任者に対

する上級行政機関情報セキュリティ担当官指

名権限、行政機関全体の情報セキュリティ・

プログラムの策定・維持の権限、情報セキュ

リティ政策等の開発・維持の権限、情報セキュ

リティ担当者の訓練・監督などの権限の委譲、

訓練された人材の確保等が要請される。

これらの規定は、国家安全保障システムの

運用、統制又は管理に関し、法律や大統領の

命令により国防長官、中央情報局長その他の

機関の長に与えられた権限に優越して適用さ

れるものではない。同様に、1954年原子力エ

ネルギー法（Atomic Energy Act of1954）

による要件に優越して適用されるものでもな

い。

・連邦のコンピュータシステムの能力、セキュ

リティ及びプライバシーに関する責任につい

て定める合衆国法典第40編第113章第
(注14)

Ⅲ節第

1131条を連邦情報システム規準に関する責務

についての規定として全面的に改正する。

・連邦情報システムに関する情報セキュリティ

規準の発令権限を行政管理・予算庁長官に移

管する。

・国立標準・技術院法（National Institute of
 

Standards and Technology Act）第20条を

改正し、国立標準・技術院（National Institute
 

of Standards and Technology）に対し情報

システムのための規準、指針並びに関連の手

法及び技術の開発を行う任務を課する。

・国立標準・技術院法第21条を改正し、「コン

ピュータシステムセキュリティ諮問委員会

（Computer System Security Advisory
 

Board）」を「情報セキュリティ・プライバシー

諮問委員会（Information Security and Pri-

vacy Advisory Board）」と改称し、連邦政府

の情報システムに関連する情報セキュリ

ティ・プライバシー問題について行政管理・

予算庁長官に対する助言を行わせる。

第 編 司法省の部局

この編は、A部から C部までの３部で編制さ

れ、国土安全保障省新設のための既存組織の改

組により一新された移民審査事務局及びアル

コールたばこ爆発物局を司法省に置くことを定

め、さらに、爆発物の取扱規制に関する規定を

置く。

A部 移民審査事務局（第1101条～第1103条）

・司法省に、移民及び国籍法（Immigration and
 

Nationality Act）に基づく司法長官の指揮命
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令に従う移民審査事務局（Executive Office
 

for Immigration Review；EOIR）を置く。

・移民及び国籍法を改正し、2002年移民改革、

説明責任及び安全強化法（Immigration
 

Reform, Accountability and Security En-

hancement Act of2002）の施行前に移民審

査事務局が行使し、又は同事務局に関連して

司法長官が行使していた移民及び外国人の帰

化に関する権限及び機能を司法長官に与え

る。

B部 アルコールたばこ火器局の司法省への移

管（第1111条～第1115条）

・司法省内に、司法長官の一般的権限の下に、

アルコールたばこ火器爆発物局（Bureau of
 

Alcohol，Tobacco，Firearms and Explo-

sives）を置く。財務省に置かれていたアル

コールたばこ火器局（Bureau of Alcohol，

Tobacco and Firearms）の権限、機能、職

員及び資産は司法省に移管し、司法省内の明

確な組織体として維持する。

・アルコールたばこ火器爆発物局は、局長を長

とし、連邦の火器、爆発物、放火罪、アルコー

ル、たばこ密輸に関する法律の犯罪及び規制

違反の捜査、移管された諸機能並びに司法長

官が同局に委ねた暴力犯罪又は国内のテロ行

為の捜査に関するその他の機能について責任

を有する。

・国内歳入法典の運用及び執行に関するアル

コールたばこ火器局の一定の権限、機能、職

員及び資産は、財務省内に保留する。

・司法省に移管されないアルコールたばこ火器

局の権限、機能、職員及び資産は、財務省内

に設置する税務通商局（Tax and Trade
 

Bureau）に留保し、管理する。

・連邦の刑法典を改正し、アルコールたばこ火

器爆発物局の特別係官並びに刑法及び差押え

や没収に関する法律の執行に関し司法長官に

より任務を課されたその他の捜査官又は職員

に対し、武器を携行し、令状及び罰則付召喚

状を送達し、現行犯又は合理的な理由により

重罪犯を令状なく逮捕する権限を与える。特

別係官には、合衆国に没収することを条件と

した財産の差押えを行う権限を与える。財産

に付随する差押え、処分及び異議申立てに関

する規定を定める。

・バージニア州フレデリクスバーグ、フォート

APヒル（Fort AP Hill in Fredericksburg，

Virginia）に、アルコールたばこ火器爆発物局

内の組織として、爆発物訓練研究所（Explo-

sive Training and Research Facility）を設

置し、連邦、州及び地方の法執行官を対象に、

爆撃又は爆発の捜査、爆発物・爆破装置の取

扱い・処理、爆発物捜査犬の訓練及び爆発物

の研究を行う。

・人事管理実証実験事業（Personnel Manage-

ment Demonstration Project）は、アルコー

ルたばこ火器爆発物局について継続利用する

ための権限を司法長官に、税通商局について

継続利用するための権限を財務長官に、それ

ぞれ移管する。

C部 爆発物（第1121条～1128条）

・この部は、安全爆発物法（Safe Explosives
 

Act）」と称することができる。

・連邦の刑法典を改正し、爆発物の購入につい

て「限定的許可（limited permit）」という制

度を設け、この限定的許可の保有者が爆発物

を複数の州にまたがる商取引若しくは外国と

の通商のために、陸上海上を問わずこれを運

搬し、若しくは運搬させ、若しくはこれらの

爆発物を受け取ること、又は、限定的許可の

保有者の居住地である州の外に許可を受けた

施設（premises）をもつ許可保有者から爆発

物を受け取ること、又は、限定的許可の有効

期間中に、限定的許可保有者の居住地である
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州に許可を受けた施設を有する許可保有者か

ら、６回を超えて爆発物を受け取ることは、

禁止する。

・免許や使用許可の保有者又は限定的許可の保

有者であって爆発物の頒布が行われる州及び

爆発物の譲渡人の施設がある州の住民以外の

者に対する爆発物の頒布は、禁止する。

・免許、使用許可及び限定的許可の申請者は、

申請者の被用者であって当該申請者が爆発物

の所持を許可する者全員の氏名並びに各人の

責任者の指紋及び写真を含む適切な身元確認

情報を届け出なければならない。

・限定的許可の料金は、許可１件につき50ドル

を上限（その他の許可の料金は、１件につき

200ドル）とする。

・限定的許可の有効期間は、１年を超えること

はできない（なお、その他の許可の有効期間

は３年以内とされている）。

・司法長官は、次の要件が満たされない申請に

ついては、免許及び許可を与えることができ

ない。

・・申請者が別の点で爆発物を所持することを

禁止されている者（以下「被除外者（exclud-

ed person）」という。）でないこと。

・・公共の安全及び盗難防止についての司法長

官の基準に合致した爆発物保管場所を有す

ることを査察その他の適切な方法により確

認すること（限定的許可の更新の申請につ

いては、司法長官がこれらの事項について

過去３年以内に査察により確認している場

合には、この規定を適用しない）。

・・申請者の被用者であって爆発物を所持する

ことが許可されるいずれの者も被除外者で

ないこと。

・・限定的許可の場合、申請者が限定的許可の

有効期間中の12か月の間に６回を超えて

別々の機会に爆発物を受け取ることはない

と証言したこと。

・司法長官は、合衆国の法律に根拠規定がある

場合にのみ、限定的許可の申請者又はその保

有者の保管場所を調査する権限を有する。

・司法長官は、免許及び許可の申請について、

90日以内に承認又は却下の決定をする。

・司法長官は、爆発物を所持する権限を与えら

れることとなる責任者又は被用者の氏名その

他の身元確認情報を受け取ったときは、それ

らの責任者又は被用者が被除外者であるか否

かを判定し、被除外者でないと判定した者に

はその証明書を交付し、被除外者と判定した

者には、その旨を正式に申し渡し、その根拠

を説明し、救済方法や異議申立ての方法を教

示する。いずれの場合も、雇用者には判定に

ついて通知する。

・合法的に爆発物を受け取り、所持することが

できる外国人の中に、法的要件に該当する移

民としては扱われない外国人、移民及び国籍

法に基づき難民として認められた外国人又は

移民及び国籍法に基づき亡命者の身分にある

者並びに友好国政府の外国法執行官、爆発物

取扱免許を有する会社の経営・指揮の権限を

有する者、北太平洋条約機構の加盟国その他

の友好国の軍隊の構成員、中央情報長官と提

携して合衆国内に滞在し、爆発物の海上運

送・陸上運送、受領又は所持について提携を

推進している者を含める。

・免許を受けた製造者、免許を受けた輸入者及

び爆発物若しくは硝酸アンモニウムを製造

し、又は輸入する者は、司法長官の要求に従

い、見本又は関連性のある情報を提供しなけ

ればならない。司法長官は、提供された見本

の公正な市場価格及び適正な海上運送費用の

補償を認める権限を有する。

・免許又は許可の保有者は、その所持する爆発

物が盗まれたことを知ったときは、その盗難

を知ったときから24時間以内に司法長官に通

報しなければならない。通報を怠ったときは、
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刑罰を科される。

第 編 戦争による危険に関わる航空会社の保

険についての立法措置（第1201条～第

1204条）

・連邦の航空法Air Transportation Safety
 

and System Stabilitation Act（115Stat.235）

を改正し、運輸長官（Secretary of Transpor-

tation）が航空会社をテロ行為による被害者

として認定することができる期間を2001年９

月22日から2003年12月31日までに延長する。

ただし、第三者の請求総額は１億ドルを上限

とする。

・運輸長官は、運輸省が航空会社を相手方とし

た保険契約であって、航空会社にとって2002

年６月19日時点で存在したよりも不利とはな

らない約款について、その契約の終期を2003

年８月31日まで延長することを義務づけら

れ、かつ、2003年12月31日まで延長する権限

を与えられる。ただし、運輸長官が、その保

険契約を改訂し、この規定が制定された当時

の損失及び損傷に対して航空会社が負担する

限度額並びにこの契約に基づき第三者の不慮

の損害についての保険範囲を対象とした割増

金額に相当する追加割増金額に達するまで、

航空機の機体、乗客及び乗務員が被った損失

及び損傷についての保険範囲を追加した場合

は、この限りでない。

第XII編 連邦の労働力の改善

この編は、A部から D部までの４部編制であ

り、各部の概要は以下のとおりである。

A部 首席人事担当官（第1301条～第1305条）

・この編は、「2002年首席人事担当官法（Chief
 

Human Capital Officers Act of2002）」とし

て引用することができる。

・連邦の省その他の機関の長は、能力主義

（merit system）の原則に従い、機関の幹部

職員に生産性の高い労働力の選考、育成、訓

練及び管理の責任を果たすに際しての助言及

び援助を行い、大統領及び人事管理庁（Office
 

of Personnel Management）の命令及び規則

並びに公務員法を執行することを任務とする

首席人事担当官を任命し、又は指名しなけれ

ばならない。

・この首席人事担当官の機能には、次のことが

含まれる。

・・機関の労働力の開発戦略を策定すること。

・・労働力の特性及び将来的な必要性を評価す

ること。

・・機関の使命、戦略目標及び行動実績に合わ

せた機関の人的資源政策及びプログラムを

策定すること。

・・より高い能力の人材を引き付け、保持する

ために、継続的学習の文化を発展させ、推

奨すること。

・・最良の実践例及び指標となる研究を特定す

ること。

・・知的資本を測定し、当該の知的資本と組織

の行動及び成長との結びつきを特定する方

法を適用すること。

・人事管理庁長官を議長とし、行政管理・予算

庁の管理運営担当次長を議長代理とし、行政

省庁の首席人事担当官及び人事管理庁長官が

指名する者をその他の構成員とする首席人事

担当官会議（Chief Human Capital Officers
 

Council）を設置する。

この会議は定期的に会合を持ち、人的資源

システムの近代化、人的資源情報の質の改善

並びに人的資源の運用及び組織に影響を及ぼ

す立法等の事項について会議の構成員が所属

する機関の活動に助言をし、調整を行う。こ

の会議には、連邦職員労働組合の代表が毎年

の会合に最低１回は出席することが保証され

る。
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・人事管理庁は、連邦機関による人的資本の管

理運営を評価するため、適切な測定基準を含

む一連の制度を設計しなければならない。

B部 連邦の人的資本管理運営に関する改革

（第1311条～第1314条）

・連邦の各機関は、人的資本戦略計画に関する

記述をその機関の実行計画と行動計画に追加

し、かつ、当該機関の人的資本戦略計画の運

用に関連するそれら計画の目標及び評価の審

査結果を内容とするプログラム実施結果報告

をまとめなければならない。

・大統領は、規則により、連邦機関に対し競争

職のうち応募者が極めて少ない職や人材確保

が緊急に要請されている職に応募者を直接任

用する権限を与えることができる。

・人事管理庁は、数値による格付け以外の能力

評価を元にした質についての複数のカテゴ

リーを設け、それに基づき競争職の応募者の

質を評価するシステムを作ることができる。

・各機関は、当該機関が設けた質のカテゴリー

による評定システムについて、被用者数、退

役軍人やマイノリティの雇用に与える影響及

び管理者がその管理運営にあたって受けた教

育の方法に関する情報を含めて、連邦議会に

報告しなければならない。

・連邦職員の自主退職促進手当（voluntary
 

separation incentive payments）制度を設け

る。各機関は、これらの手当のために資金を

充てる前に、修正及び承認を受けるために、

人事管理局にこれらの手当の予定された使用

の概要を示す計画書及びこの手当の給付が完

了した時における機関の組織図案を提出しな

ければならない。

・この計画の内容には、影響を受ける地位及び

機能、この手当が給付される被用者のカテゴ

リー、手当の支給時期及び金額、機関が引き

続いて運用する仕組みが含まれる。

・自主退職促進手当は、被用者が資格を有する

ことになる退職手当の金額又は機関の長が決

定する金額であって２万５千ドルを超えない

金額のうち低いほうの金額に限定する。

・退職促進手当の給付後に政府に雇用された際

における手当の返還及び返還の引延しに関す

る規定を定める。

・連邦裁判所事務局長（Director of the Admin-

istrative Office of the United States
 

Courts）は、司法部門のために実質的に同じ

プログラムを設ける権限を有する。

・連邦職員の早期自主退職規定を改正し、管理

職削減による管理体制の簡素化（delayer-

ing）、組織再編（reorganization）、人員削減

（reductions in force）、機能移管、若しくは

人員再編（workforce restructuring）により

自主的に退職する職員、又は、将来使命を効

果的に遂行するための機関の能力にとって過

剰で過度なものとなった地位にいると認めら

れる職員、又は、特定の期間若しくは当該の

職員の組織上の単位、仕事上の連続性（occu-

pational series）、地理的位置、技能・知識及

びその他地位に関連した要素に基づいた早期

自主退職の申し出の範囲内にいるとみなされ

る職員に適用する。

・連邦議会の意向は、これらの規定の施行によ

り、連邦の労働力を再建し、かつ、それを衰

退させないことを目的とすることにある。

・機関のプログラムで１人乗り自動二輪車以外

による通勤について支援が認められる「被用

者」に該当する者として、政府のためにボラ

ンティアとして働く学生を加える。

C部 上級職に関する改革（第1321条～第1322

条）

・上級職への復職、有利な年金受給権の要件の

一つとされていた上級職の資格更新要件を削

除する。
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・年間給与総額に関する制限を変更する。

D部 高等教育（第1331条及び第1332条）

・機関における学位取得教育基準（agency aca-

demic degree training criteria）を改め、機

関が被用者を選考して学位取得教育を授け、

その教育が機関における教育ニーズを満た

し、機関における職員配置の問題を解決し、

又は、機関の戦略計画における目的を達成す

るとき、並びに、その教育がこれらの目標達

成に結びつく計画的で体系的かつ調整された

職員開発プログラムの一部であるとき、並び

に、全国的に認知された団体により認可され

たカレッジ又はユニバーシティの認可を受

け、提供されるものであるときは、その教育

の費用の支払い及び償還を行うことが認めら

れる。

・国家安全保障教育に関する法律 David L.

Boren National Security Education Act of

1991を改正し、国家安全保障教育プログラム

に基づく奨学金や特別研究奨学金の受領者の

ための業務に関する合意の条件を修正し、そ

れらの受領者が国家安全保障に関わる職に就

くことができないときは他の連邦の事務所や

機関において働けるような措置を用意する。

第XIV編 対テロリズム武装パイロット（第1401

条～第1406条）

この編では、ハイジャックなど航空機上での

暴力行為に対処するため、有志パイロットに武

装及び実力行使を許可することについて定め

る。

・この編は、「対テロリズム武装パイロット法

（Arming Pilots Against Terrorism Act）」

として引用することができる。

・運輸安全担当次官は、運輸安全局を指揮して、

航空会社パイロットのうち有志の者を、航空

機上の暴力犯罪や航空機乗取り［ハイジャッ

ク］から航空機操縦室を防護することを任務

とする連邦の法執行官という政府機関代理に

任命し、また、これらの者のために教育訓練、

監督及び装備についての整備をする。

・運輸安全担当次官は、その策定するプログラ

ムに基づき、有資格のパイロットを連邦の航

空機操縦室管理官（Federal flight deck offi-

cer）とするための教育訓練及び代理の任命に

ついての手続を開始しなければならない。代

理の任命については、他の連邦機関に要請す

ることも許される。

・運輸安全担当次官は、航空機操縦室管理官に

対し、銃を携行し、同次官が定める基準及び

状況に応じて殺傷力を含む実力を行使する権

限を与える。

・連邦の航空機操縦室担当官による銃の使用又

は不使用を理由として連邦又は州の裁判所に

おいて主張される損害賠償責任は、当該の者

が所属する航空会社には及ばない。

・航空機操縦室担当官は、操縦室を暴力犯罪や

ハイジャックから守るためにとった行動につ

いては、重大な過失や故意による不法行為が

認められる場合を除き、法的責任を問われな

い。

・事故による銃の発射［暴発］により、航空機

の乗客や乗務員が負傷したり死亡した場合、

運輸安全担当次官は、その暴発が連邦の航空

機操縦室担当官の過失によるときは、その責

任を有する当該の担当官の代理任命を取り消

し、また、当該の暴発の責任が同次官の定め

る基準、教育訓練や手続における欠陥に帰す

ると同次官が判断したときは、一時的にパイ

ロットのプログラムを停止することができ

る。

・航空会社は、所属するパイロットが連邦の航

空機操縦室担当官になることを禁止したり、

担当官になるならば報復すると脅したりして

はならない。
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・連邦の航空保安官プログラム（Federal  air
 

marshal program）は航空安全保障にとって

極めて重要であり、この法律のいかなる規定

も運輸安全担当次官が連邦の航空保安官の条

件整備及び研修を行うことを妨げるものと解

してはならない、というのが議会の意向であ

る。

・運輸安全担当次官は、航空機の運航乗務員や

客室乗務員の研修の指針を更新する際に、特

定の自衛要件についての教室と状況に応じた

実地訓練との両者を必要条件とすること、客

室捜索の実行に要する職務時間（duty time）

を含めた、その適正な実行に関する研修を必

要条件とすること、研修の必要時間数及び研

修指導官の資格要件を定めること、現職の職

員を対象とした高度で新たな専門的知識・技

能修得のための定期研修（recurrent
(注15)

training）の実施間隔、時間数及び研修科目

（elements）を定めること、並びに、航空会

社はこの法律の制定から24か月以内に新任職

員研修の整備を確実に行うこと、などを内容

とする規則を発布しなければならない。

・運輸安全担当次官は、運輸安全局の職員を研

修プログラムの条件整備の監督責任者に指名

する。その研修プログラムにおける実地訓練

活動が参加者のある者の健康又は安全に対し

逆効果をもたらすと確信される場合、当該の

者はその活動への参加を免ぜられる。

・航空運輸安全法（Aviation and Transporta-

tion Security
(注16)

Act）を改正し、運輸安全担当

次官に対し、人の目につかず、両手を使わず、

無線で航空機のパイロットと交信する方法を

運航乗務員に提供するよう航空会社に要請す

ることを含め、一定の安全強化措置を講じる

権限を与える。

・運輸安全担当次官は、民間航空会社における

ハイジャックや暴力犯罪との闘いを支援する

ために、運航乗務員に殺傷力のない武器を提

供することの利益と危険性に関して研究し、

連邦議会に報告しなければならない。

・運輸長官は、連邦の武装法執行官（連邦の航

空保安官を除く）のうち民間航空会社の航空

機で旅行する者の年間人数及び旅行頻度、こ

れらの者に連邦の航空保安官が受ける教育訓

練に匹敵する航空機上のテロ行為に対抗する

ための補完的訓練を行うために必要な費用及

び資源、連邦の法執行官として新規に採用さ

れた者に対し連邦の航空保安官が受ける教育

訓練に匹敵する標準化された教育訓練を行う

ことを目的とした連邦法執行官教育訓練セン

ターにおけるプログラムを策定するための費

用、連邦の法執行官が航空機上のテロ行為に

対抗するための教育訓練を完了し、その者の

旅行を６か月間にわたり追跡することを確実

に行うために考案された資格認定プログラム

の条件整備の実現可能性、並びに、これらの

法執行官が航空機で旅行する機会を交互とな

るようにずらさせ、資格を有する連邦の法執

行官が搭乗する機会が最大となるようにする

ことの実現可能性について研究し、６か月以

内に連邦議会に報告する。

・運輸安全担当次官は、航空会社のパイロット

に殺傷力の低い武器の携行を認める許可を求

める航空会社の申請を受理したときは、90日

以内に回答をしなければならない。

第XV編 移行

この編は、A部及び B部の２部編制であり、

各部の概要は以下のとおりである。

A部 再編計画（第1501条～第1503条）

・大統領は、この法律の制定後60日以内に、こ

の法律に従って行われる、機関（agency）、職

員、資産及び負債の国土安全保障省への移管、

並びに、この法律に従い国土安全保障省に移

管された機関の整理統合、再編又は合理化に
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関する再編計画（Reorganization Plan）を連

邦議会の所管の委員会に提出しなければなら
(注17)

ない。

・連邦議会の各院は、国土安全保障省の発足に

よる行政府内の責任の再編成を踏まえて、そ

れぞれの委員会の構成を検討しなければなら

ない、というのが連邦議会の意向である。

B部 移行規定（第1511条～第1517条）

・国土安全保障省に移管される機関の幹部職員

は、当該の機関が同省に移管されるまでの移

行期間においては、国土安全保障長官の要請

に応じて、職員及び資産の使用を含めた支援

を行う。

・機関の如何にかかわらず、移管までに完了す

る行政行為、移行期間において進行する行政

手続、民事訴訟などは、継続する。

・移管対象機関の幹部職員の官職・地位は、当

該機関の機能がすべて移管されたときに終了

する。

・この法律は、全国的身分証明システムやカー

ドの開発に権限を与えるものと解釈されな

い。

・国土安全保障省の監察総監が任命されるまで

は、移管対象機関の監察は、当該機関の監察

総監が引き続き行う。

・行政管理・予算庁長官は、必要と認めたとき

は、国土安全保障長官と協議の上、移管に伴

う職員及び資産等に関する追加的な付随的裁

量権を行使することができる。

・この法律に基づき移管され、この法律の施行

後に実施される機能について、他の連邦法に

おいて当該の機能を有する機関、職員又はそ

の職等に言及する規定は、それぞれの機能の

移管先の機関、職員又その職等に言及してい

るものとみなす。

第XVI編 航空運輸の安全保障に関する現行法

の改正（第1601条～第1603条）

・連邦航空局の局長（Administrator）は、運輸

安全担当次官と協力して、それぞれが乗客・

財産を暴力犯罪、ハイジャックやテロ行為か

ら保護し、安全を保証するために、航空運輸

安全業務運営の調査研究（conduct research）

やシステム、手続及び設備・装具の開発、改

良、検査及び評価のための開発活動を行う。

・運輸長官は、この第1601条の規定に基く安全

を保証するために収集し、又は発生させた情

報について、その開示が個人のプライバシー

の不当な侵害となり、業務上の秘密若しくは

特権的若しくは機密の商業・金融情報の漏洩

となり、又は、乗客の安全に有害となると判

断したときは、その開示を禁止する規則を定

める。

運輸安全担当次官は、運輸長官と同様に、

航空運輸安全法の権威の下で安全保障措置を

実行するに際して収集し、又は発生させた情

報の開示を禁止する規則を定める。

・乗客又は財産の輸送のために航空機を運航し

ている間に一定の航空安全保障要件に違反し

た者（飛行士としての業務に携わる個人を除

く。）に対し、その賠償としての民事制裁金を

最高25,000ドルまで引き上げる。

・安全保障検査官（security screener）の資格

要件に合衆国の国籍要件を加える。

第XVII編 調整的技術的改正（第1701条～第1717

条） 略

(注)

⑴ “Homeland”とは、国民の一人一人にとっては生

まれ育ち、生涯の本拠地とする地であり、国家にとっ

てはその存立の精神的物質的基盤となる領域（領土）

をいう言葉であろう。本稿では、「国土」と訳した。

「国土」という日本語には、土地という物理的な意

味合いが強く、原語が持つ「母国」、「祖国」あるいは
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「故国」という語にも共通する精神的・情緒的語感に

乏しいという欠点がある。そこで、「本土」という語

を当てることも考えたが、「本土」という語の持つ「主

たる地」という意味合いが、原語からの隔離感を与え

るように思われる（「本土」は、むしろMainlandと

いう語の訳として適当であろう）。かといって、「祖

国」「母国」あるいは「故国」という語がこれら２つ

の語よりも訳語として適当ということも躊躇され

た。彼此考量した結果、「国土」を採用することとし

た。

⑵ Act  to establish the Department  of
 

Homeland Security，and for  other  pur-

poses., Nov. 25, 2002, Pub.L.107-296, 116 Stat.

2135．

引用のための略称を Homeland Security Act of

2002という。

⑶ ９/11調査委員会については、宮田智之「アメリ

カ：同時多発テロ事件に関する独立調査委員会の最

終報告書」本誌（『外国の立法』222号2004.11）短信

を参照。

⑷ USA PATRIOT ACT.これは通称であり、正式題

名は、Act to deter and punish terrorist acts in the
 

United States and around the world，to enhance
 

law enforcement investigatory tools， and for
 

other purposes.という。Oct.26, 2001, Pub.L.No.

107-56，115Stat.272.

⑸ 米国愛国者法及び同時期に成立した関連の法律の

立法経緯については、中川かおり「米国愛国者法（反

テロ法）」（上）『外国の立法』214号（2002.11）参照。

⑹ 第107連邦議会下院法案HR5005

⑺ 本稿Ⅰ-1「国土安全保障体制の脆弱性の顕在化」

pp.2-3．

⑻ 米国政府職員組合（American Federation of Gov-

ernment Employees）が下院の国土安全保障特別委

員会で行った陳述「国土安全保障省設置における人

事問題」（Statement by American Federation of
 

Government Employees，AFL－CIO before the
 

House Select Committee on Homeland Security

 

regading Personnel Issues in Establishing the new
 

Department）参照。この陳述全文は、米国政府職員

組合のサイトに掲載されている。＜http://www..

afge.org/Documents/Testimony 2002 07 17.

pdf＞（last access2004.9.30）

⑼ 編年体の合衆国法律集 Statute at Largeに掲載さ

れる印刷形態のもので180頁を超える。

⑽ 実際には、2002年11月25日に制定されたので、施行

日は、2003年１月24日となった。

Posse Comitatus Act of1878,June18,1978,ch.

263,Sec.15,20STAT.152.解説は、Addicot,Jeffrey

“Drafting the Military：The Posse Comitatus
 

Act and the Hunt for the DC Sniper”（Oct.17.2002）

が手頃である。そのテキストは、JURISTのサイトか

ら入手することができる。

＜http://jurist.law.pitt.edu/forum/forumnew62.

php＞（last access2004.9.7）

なお、ホロコーストの真相究明・再現阻止を目的と

する民間団体NIZKORもそのサイト＜http://

www.nizkor.org/＞で Posse Comitatusの性格等に

ついての情報を提供しているので、それらをも参照

されたい。

中川前掲注⑸

第44編「公的印刷及び文書」第35章「連邦情報政策

の調整」第Ⅱ節「情報セキュリティ」

第40編「公共建築物、不動産及び工事」第113章「情

報技術の取得のための責任」第Ⅲ節「その他の責任」

リカレント教育。一般的には、社会人を対象とし

て、新たな社会状況や職業環境に対応することがで

きるように、高度で新たな専門的知識・技能の教授を

目的とした教育をいう。“recurrent”とは、循環する、

再生する、という意味であるが、“recurrent educa-

tion”という場合の“recurrent”の日本語訳としては

「リカレント」とする例が多い。

Nov.19,2001,Pub.L.107-71,115STAT.597.

国土安全保障法の成立日である2002年11月25日付

で公表された。
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(参考文献・情報源)（注に掲げたものを除く）

・第107連邦議会下院法案H.R.5005下院報告書 Rep.

No.107-609［2002.7.24］.なお、この米国議会図書館

Library of Congressのサイト＜http://thomas.loc.

gov/＞からは、H.R.5005、Public Law No.107－296

のテキストや、同法案の審議経過一覧、議会図書館調

査局(CRS)による法案要旨など法制定過程で発生し

た情報を入手し,本稿執筆に際して参照した。

・大統領府のサイト＜http://www.whitehouse.

gov＞、国土安全保障省のサイト＜http://www.dhs.

gov/＞その他の連邦政府各省のサイト。特に大統領

府のサイトには、9.11事件以降の国土安全保障体制

の再編整備についてのドキュメントが掲載されてお

り、日時を追って政府の動きを知ることができる。

・平野美恵子 合衆国法典第50編 戦争及び国防 第

36章外国諜報監視」（「反テロ法（下）」）『外国の立法』

215号、2003.2、pp.54-86.

・同「米国の電子政府法」『外国の立法』217号、2003.8.

（つちや けいじ・専門調査員）
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別表：国土安全保障省の基幹的組織機構

１ 基幹となる組織機構

国土安全保障省の機構は、長官、副長官１名及び次官５名（情報分析基盤防護担当、科学技術担

当、国境・運輸安全担当、緊急事態対応担当、管理運営担当）を長とする５つの基幹的組織から

なる。また、この基幹的組織と並存する形で、長官官房又は副長官の直接の指揮下で機能するい

くつかの主要な下位組織と、省全般に共通して関わる多様な機能をもつ組織とが存在する。下記

の表１は、これらの主要組織を骨格として国土安全保障省の機構全体を描いたものである。

表１ 国土安全保障省の機構

◆長官

◆長官特別補佐官

◆副長官

◆合衆国沿岸警備司令官（Commandant of U.S.Coast Guard）

◆合衆国シークレット・サービス長官（Director of U.S.Secret Service）

◆合衆国市民権・移民サービス長官

（Director of U.S.Citizenship and Immigration Services）

◆監察総監（Inspector General）

◆国際問題担当（International Affairs）

◆麻薬取締担当（Counter Narcotics）

◆州・地方調整担当（State and Local Coordination）

◆全国資本地域調整担当（National Capital Regional Coordination）

◆本部運営統合担当官（Headquarters Operational Integration Staff）

◆法律顧問（General Counsel）

◆市民権・移民サービスオンブズマン（Citizenship and Immigration Service Ombudsman）

◆民間部門連絡担当（Private Sector Office）

◆首席長官補佐官（Chief of Staff）

◆長官事務秘書（Executive Secretary）

◆立法問題担当（Legislative Affairs）

◆広報担当（Public Affairs）

◆市民的権利・市民的自由担当（Civil Rights and Civil Liberties）

◆プライバシー担当（Privacy Officer）

◆情報分析・重要基盤防護担当次官

情報分析・重要基盤防護総局

（Directorate of Information Analysis and Infrastructure Protection）

◆科学技術担当次官

科学技術総局（Directorate of Science and Technology）
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◆国境・運輸安全担当次官

国境・運輸安全総局（Directorate of Border and Transportation Security）

◆緊急事態対応担当次官

緊急事態対応総局（Directorate of Emergency Preparedness and Response）

◆管理運営担当次官

管理運営総局（Directorate of Management）

２ 各次官の下にある総局の機構

各次官の直接の指揮下に配置される総局（Directorate）（管理運営総局を除く）の機構は、表２か

ら表５までの表に示すとおりである。なお、単一の組織体として表現することがかならずしも適

当でない機構（たとえば、プログラムの執行に関わるものなど、複数の組織体が関わる機能を担

うもの）については、＊を付した。

表２ 情報分析・重要基盤防護総局の機構

○情報分析・重要基盤防護担当次官

情報分析・重要基盤防護総局

―情報分析担当（Information Analysis）

―基盤防護担当（Infrastructure Protection）

―物的資産担当（Physical Assets）

―重要基盤安全確保室（Critical Infrastructure Assurance Office）［商務省から移管］

―国家基盤シミュレーション分析センター（National Infrastructure Simulation Center）

［エネルギー省から移管］

＊エネルギー安全確保プログラム（Energy Security Assurance Program）［エネルギー

省から移管］

―通信・サイバーセキュリティ担当（Telecommunications and Cybersecurity）

―国家基盤防護センター（National Infrastructure Protection Center）［司法省連邦捜査局

から移管］

―国家通信システム（National Communication System）［国防総省から移管］

―コンピューター事件対応センター（Federal Computer Incident Response Center）［共通

役務庁から移管］

表３ 科学技術総局の機構

○科学技術担当次官

科学技術総局

＊生物・化学兵器、放射線・核兵器対策プログラム（Chemical，biological，radiological and
 

nuclear Countermeasures Program）［エネルギー省から移管］

＊ローレンス・リバーモア研究所（Lawrence Livermore National Laboratory）の最新の科

学的コンピュータ処理研究プログラム［エネルギー省から移管］

―環境測定研究所（Environmental Measurements Laboratory）［エネルギー省から移管］

―国立生物兵器防衛分析センター

（National Bio-Weapons Defense Analysis Center）［国防総省から移管］
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―国土安全保障高等研究企画庁

（Homeland Security Advanced Research Projects Agency）

―プラムアイランド動物疾病センター（Plum Island Animal Disease Center）

［研究活動等を除き、農務省から移管］

―国土安全保障科学技術諮問委員会

（Homeland Security Science and Technology Advisory Committee）

―国土安全保障研究所（Homeland Security Institute）

表４ 国境・運輸安全総局の機構

○国境・運輸安全担当次官

国境・運輸安全総局

―移民・税関執行局（Bureau of Immigration and Customs Enforcement）［司法省からの部分

的移管］＜国境安全局（Bureau of Border Security）から改称（2003年３月１日＞

＊動植物検疫（Animal and Plant Health Inspection Service）［農務省からの部分的移管］

―合衆国関税局（United States Customs Service）［財務省から移管］

―運輸安全局（Transportation Security Administration）［運輸省から移管］

―連邦保安局（Federal Protective Service）［共通役務庁から移管］

―連邦法執行訓練センター（Federal Law Enforcement Training Center）［財務省から移管］

―国内テロリズム対応室（Office of Domestic Preparedness）［司法省から移管］

表５ 緊急事態対応総局の機構

○緊急事態対応担当次官

緊急事態対応総局

―連邦緊急事態管理庁（Federal Emergency Management Agency）

―国内緊急事態支援班（Domestic Emergency Support Teams）［司法省から移管］

＊核関連有事対応班（Nuclear Incident Response Team）［指揮については、有事に際し国土安

全保障省の組織として行動している場合に限る］

＊戦略的国家備蓄（Strategic National Stockpile）［有事における指揮に限る］

＊国家災害医療システム（National Disaster Medical System）［有事における指揮に限る］

＊大都市医療対応システム（Metropolitan Medical Response System）［監督について保健福祉

省から移管］

―危険情報統合システム（Integrated Hazard Information System）［国家海洋大気庁から移管］

―全米国内テロ対応室（National Domestic Preparedness Office）［司法省連邦捜査局から移管］
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2002年国土安全保障法［抄］

Homeland Security Act of2002

（Public Law No.107-296,Nov.25,2002,116STAT.2135）

［extracted］

調査及び立法考査局英米法研
＊

究会訳

国土安全保障省の設置及びその他の目的のた

めの法律

第１条 略称及び目次

⒜ この法律は、「2002年国土安全保障法

（Homeland Security Act of2002）として

引用することができる。

⒝ この法律の目次は、次のとおりとする。

第１条 略称及び目次

第２条 定義

第３条 解釈；可分性

第４条 施行日

第Ⅰ編 国土安全保障省

第101条 行政府の一省；任務

第102条 長官；職務

第103条 その他の幹部
(注１)

職員

第Ⅱ編 情報分析及び基盤防護

Ａ部 情報分析・基盤防護総局；情報アク

セス

第201条 情報分析・基盤防護総局

第202条 情報アクセス

Ｂ部 重要基盤情報

第211条 略称

第212条 定義

第213条 重要基盤防護プログラムの指定

第214条 任意に共有される重要基盤情報の

防護

第215条 私的な訴権の排除

Ｃ部 情報セキュリティ

第221条 情報共有のための手続

第222条 プライバシー担当官

第223条 非連邦のサイバー・セキュリティの

強化

第224条 ネット・ガード

第225条 2002年サイバー・セキュリティ強化

法

Ｄ部 科学技術室

第231条 室の設置；室長

第232条 室の使命；
(注２)

責務

第233条 法執行技術の定義

第234条 国立司法研究所科学技術室の廃

止；機能
(注３)

移転

第235条 国立法執行・矯正技術センター

第236条 司法省内の他の組織体との連携

第237条 国立司法研究所に関する修正

第Ⅲ編 国土安全を支援する科学技術

第301条 科学技術担当次官

第302条 科学技術担当次官の責任と権限

第303条 移管対象機能

第304条 特定の公衆衛生関連活動の実施

第305条 連邦政府資金による研究開発セン

ター

第306条 雑則

第307条 国土安全保障高等調査企画庁

第308条 研究、開発、実証実験、分析及び評

価の
(注４)

実施

第309条 国土安全保障支援のためのエネル

ギー省国立研究所及びサイトの活

用

第310条 農商務省プラムアイランド動物疾

病センターの移管

第311条 国土安全保障科学技術諮問委員会
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第312条 国土安全保障研究所

第313条 国土安全保障を高める革新的解決

法を支援し、促進するための技術情

報センター

第Ⅳ編 国境・運輸安全総局

Ａ部 国境・運輸安全担当次官

第401条 国境・運輸安全担当次官

第402条 責任

第403条 移管対象の任務

Ｂ部 合衆国関税局

第411条 設置；関税局長

第412条 財務長官による関税徴収の職務の

留保

第413条 税関資金の保全

第414条 税関のための独自予算の要求

第415条 定義

第416条 議会に対する会計検査院報告

第417条 長官による資源配分

第418条 議会報告

第419条 税関利用者手数料

Ｃ部 雑則

第421条 農務省の農産物検査の職務の一部

移管

第422条 共通役務庁長官の職務

第423条 運輸安全局の職務

第424条 別個の組織体としての運輸安全局

の維持

第425条 爆発物検知システム

第426条 運輸安全

第427条 情報及び情報技術に関する協調

第428条 ビザの発給

第429条 電子データシステムに入力するた

めに必須の、ビザ拒否に関する情報

第430条 国内テロリズム対応室

Ｄ部 移民管理執行職務

第441条 国境・運輸安全担当次官に対する職

務の移管

第442条 国境安全局の設置

第443条 職務上の責任及び質の検査

第444条 一般職員の懲戒

第445条 執行業務の改善についての報告書

第446条 カリフォルニア州サンディエゴ付

近への外栅の建設に関する議会の

意向

Ｅ部 市民権・移民サービス

第451条 市民権・移民サービス局の設置

第452条 市民権・移民サービス担当オンブズ

マン

第453条 職務上の責任及び質の審査

第454条 一般職員の懲戒

第455条 施行日

第456条 移管

第457条 市民権・移民サービス局の資金
(注５)

［廃止］

第458条 残務の解消

第459条 移民サービスの向上についての報

告書

第460条 変動する需要に対処するための報

告

第461条 インターネットを用いた技術の利

用

第462条 子どもの問題

Ｆ部 一般的移民規定

第471条 移民帰化局の廃止

第472条 自発的離職のための奨励金支払

第473条 訓練行動に関する実演説明を指揮

するための権限

第474条 議会の意向

第475条 共同業務の管理者

第476条 資金供給の分離

第477条 報告書及び実行計画

第478条 移民に関する機能

第Ⅴ編 緊急事態対応

第501条 緊急事態対応担当次官

第502条 責任

第503条 移管対象機能
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第504条 核問題有事対応

第505条 特定公衆衛生関連活動の実施

第506条 定義

第507条 連邦緊急事態管理庁の機能

第508条 緊急事態対応における全国の民間

部門の通信網の利用

第509条 商業的に入手可能な技術、物品及び

サービスの利用

第Ⅵ編 合衆国軍隊及びその他の政府組織

の構成員のための慈善信託の取扱

い

第601条 合衆国軍隊及びその他の政府組織

の構成員のための慈善信託の取扱

い

第Ⅶ編 管理運営

第701条 管理運営担当次官

第702条 首席財務担当官

第703条 情報最高責任者

第704条 首席人事担当官

第705条 公民権・市民的自由担当官の設置

第706条 事務所の統合及び配置

第Ⅷ編 連邦以外の組織体との調整、監察

総監、合衆国シークレット・サー

ビス、沿岸警備隊、一般規定

Ａ部 連邦以外の組織体との調整

第801条 州・地方政府調整室

Ｂ部 監察総監

第811条 長官の権限
(注６)

［廃止］

第812条 監察総監室職員の法執行権

Ｃ部 合衆国シークレットサービス

第821条 移管される職務

Ｄ部 調達

第831条 研究開発計画

第832条 個人提供サービス

第833条 特別に合理化された調達権限

第834条 任意の提案

第835条 国外企業との契約の
(注７)

禁止

Ｅ部 人的資源管理

第841条 人的資源管理システムの構築

第842条 労使関係

Ｆ部 連邦の弾力的緊急調達

第851条 定義

第852条 テロリズム若しくは核、生物化学若

しくは放射能による攻撃に対抗す

る防衛又はそれらの攻撃からの回

復のための調達

第853条 人道的活動、平和維持活動若しくは

非常事態活動を支援する調達のた

めの簡略化取得限度額の増額

第854条 一定の調達のための小規模購入限

度額の増額

第855条 一定の調達に対する一定の市販品

許可権限の適用

第856条 合理化された手続の利用

第857条 監察総監による審査及び報告

第858条 連邦の市場への新規参入者の同定

Ｇ部 2002年効果的技術促進による反テ

ロリズム支援法

第861条 略称

第862条 運用

第863条 訴訟管理

第864条 危機管理

第865条 定義

Ｈ部 雑則

第871条 諮問委員会

第872条 再編成

第873条 割り当てられた資金の
(注８)

使用

第874条 国土安全保障多年度将来プログラ

ム

第875条 様々な権限

第876条 軍事活動

第877条 規制権限と専占

第878条 麻薬取締担当幹部職員

第879条 国際業務局

第880条 テロリズム情報及び阻止システム

の禁止
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第881条 給与及び給付の計画

第882条 首都圏地域調整部

第883条 雇用機会均等を保護する法律及び

内部告発者を保護する法律を遵守

する義務

第884条 連邦法執行訓練センター

第885条 関係機関合同チーム

第886条 民警団法の継続的な重要性及び適

用可能性を再確認する連邦議会の

意向

第887条 公衆衛生サービス法下における保

健福祉省との調整

第888条 沿岸警備隊の作戦任務遂行能力の

維持

第889条 大統領予算教書における国土防衛

予算の分析

第890条 航空運輸安全及びシステム安定法

Ｉ部 情報の共有

第891条 略称、事実認定及び連邦議会の意向

第892条 国家安全保障情報の共有手続の促

進

第893条 報告

第894条 歳出予算の承認

第895条 大陪審情報を共有するための権限

第896条 電子的通信、有線通信及び口頭によ

る会話の傍受情報を共有するため

の権限

第897条 外国諜報情報

第898条 電子的監視により収集された情報

第899条 物理的調査により収集された情報

第Ⅸ編 米国国土安全保障会議

第901条 米国国土安全保障会議

第902条 職務機能

第903条 構成

第904条 その多の職務及び活動

第905条 スタッフの構成

第906条 国家安全保障会議との関係

第Ⅹ編 情報セキュリティ

第1001条 情報セキュリティ

第1002条 情報技術の管理

第1003条 国立標準・技術院

第1004条 情報セキュリティ・プライバシー

諮問委員会

第1005条 技術的調整的改正

第1006条 解釈規定

第 編 司法省の部局

Ａ部 移民審査事
(注９)

務局

第1101条 移民審査事務局

第1102条 司法長官の
(注10)

権限

第1103条 法定解釈

第1104条 施
(注11)

行日

Ｂ部 アルコールたばこ火器局の司法省

への
(注12)

移管

第1111条 アルコールたばこ火器爆発物局

第1112条 技術的かつ整合のための改正

第1113条 アルコールたばこ火器爆発物局の

係官の権限

第1114条 爆発物訓練研究所

第1115条 人事管理実証実験事業

Ｃ部 爆発物

第1121条 略称

第1122条 爆発物購入者に対する許可

第1123条 爆発物の受領又は所持を禁じられ

る者

第1124条 爆発物及び硝酸アンモニウムの見

本を提供することができる条件

第1125条 連邦の資金援助を受けている組織

の財産の破壊

第1126条 行為無能力からの救済

第1127条 盗難の届出義務

第1128条 歳出予算の承認

第 編 戦争による危険に関わる航空会社

の保険のための立法措置

第1201条 テロリズムの行為から生じた第三

者の請求に対する航空運送者の責

任
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第1202条 保険契約の延長

第1203条 言及する項の訂正

第1204条 報告

第XIII編 連邦の労働力の改善

Ａ部 首席人事担当官

第1301条 略称

第1302条 機関の首席人事担当官

第1303条 首席人事担当官会議

第1304条 人的資本の戦略的管理

第1305条 施行日

Ｂ部 連邦の人的資本管理に関する改革

第1311条 機関の実施計画及びプログラム実

施報告への人的資本戦略計画の追

加

第1312条 競争職の雇用過程の改革

第1313条 自主退職促進手当及び早期自主退

職制度の利用権限の恒久的な継

続、改革及び拡大

第1314条 学生ボランティア公共交通機関利

用助成金

Ｃ部 上級職に関する改革

第1321条 上級職の資格更新要件の削除

第1322条 年次給与総額の制限の調整

Ｄ部 大学での訓練

第1331条 大学での訓練

第1332条 国家安全保障教育プログラムの修

正

第XIV編 対テロリズム武装パイロット

第1401条 略称

第1402条 連邦操縦室管理者プログラム

第1403条 乗務員訓練

第1404条 民間航空会社の安全性の研究

第1405条 殺傷力の低い武器による操縦室乗

務員の武装の許可

第1406条 技術的な改正

第XV編 移行

Ａ部 再編計画

第1501条 定義

第1502条 再編計画

第1503条 議会の委員会構成の見直し

Ｂ部 移行規定

第1511条 移行に関する
(注13)

権限

第1512条 留保規定

第1513条 終了

第1514条 未認定の全国的身分証明システム

第1515条 監察総監による監視の継続性

第1516条 付随的移行

第1517条 言及

第XVI編 航空運輸の保安に関する現行法の

改正

第1601条 運輸省保安機密情報局の存続

第1602条 民事制裁の強化

第1603条 合衆国市民及び合衆国国民である

ことを条件とした検査官採用

第XVII編 調整的技術的改正

第1701条 1978年監察総監法

第1702条 執行の日程

第1703条 合衆国シークレットサービス

第1704条 沿岸警備隊

第1705条 戦略的国家備蓄及び天然痘ワクチ

ンの開発

第1706条 一定の安全保障及び法執行機能及

び権限の移管

第1707条 運輸保安規則

第1708条 国立生物兵器防御分析センター

第1709条 国土安全保障長官との協働

第1710条 鉄道安全保障を含む鉄道の安全

第1711条 危険物保安を含む危険物の安全

第1712条 科学技術政策局

第1713条 全米海洋パートナーシップ・プロ

グラム

第1714条 製造業者の定義の明確化
(注14)

［廃止］

第1715条 ワクチン関連致死傷の定義の明確

化［廃止］

第1716条 ワクチンの定義の明確化［廃止］

第1717条 施行日［廃止］
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第1714条
(注15)

［追加］

第２条～第４条［略］

第Ⅰ編 国土安全保障省

第101条 行政府の一省；任務

⒜ 設置

合衆国法典第５編にいう合衆国行政府の一

省として、国土安全保障省を設置する。

⒝ 任務

⑴ 一般規定

省の主要な任務は、次のとおりとする。

A 合衆国内におけるテロリストの攻撃を

阻止すること。

B テロリズムに対する合衆国の脆弱性を

減少させること。

C 合衆国内で発生したテロリストの攻撃

からの損害を最小限に抑え、その攻撃か

らの回復を支援すること。

D 自然の危機及び人為的な危機並びに非

常事態に備えた計画策定に関する拠点と

して機能することを含む省に移管された

組織のすべての機能を遂行すること。

E 省内の直接国土安全保障に関係してい

ない機関及び下部組織の機能が、特定の

明示的な制定法による場合を除き、縮小

され、又は無視されることのないよう保

障すること。

F 合衆国の全体的経済の安全が国土安全

保障を目的とした努力、活動及び計画に

よって損なわれることのないよう保障す

ること。

G 不法麻薬取引とテロリズムの関係を監

視し、そのような関係を絶つための努力

を調整し、又はその他の方法により不法

麻薬取引を遮断する努力に寄与するこ

と。

⑵ テロリズムを捜査し、訴追する責任

この法律に基づき省に移管された組織に

関して法で特に規定されている場合を除

き、テロリズムの行為を捜査し、訴追する

第一次的な責任は、省にではなく、問題と

なる行為を管轄する連邦、州及び地方の法

執行機関に帰属する。

第102条 長官；職務

⒜ 長官

⑴ 大統領は、上院の助言と承認を得て、国

土安全保障長官を置く。

⑵ 長官は、省の長であり、省に対し、指揮、

権限及び統制を及ぼすものとする。

⑶ 省の幹部職員、一般職員及び組織単位の

職務は、すべて長官に帰属する。

⒝ 職務

長官の職務は、次の規定に従う。

⑴ 長官は、この法律に別段の定めがある場

合を除き、その職務を省の幹部職員、一般

職員又は組織単位に委任することができ

る。

⑵ 長官は、この法律に基づいて、又は法に

より別に規定された長官の責任を果たすの

に必要かつ適切と思われる場合、契約、補

助金交付及び相互協定の締結を行う権限並

びに他の行政機関と協定を締結する権限を

有する。

⑶ 長官は、省の情報システム及びデータ

ベースが相互に互換性を有し、他の省の対

応するデータベースと互換性を持つことを

確保する合理的な措置をとらなければなら

ない。

⒞ 非連邦組織体との調整

長官は、国土安全保障に関して、次に掲げ

ることを含めた方法により、州及び地方政府

の職員及び機関、民間部門並びにその他の組

織体との間で調整（訓練及び装備の提供を含
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む。）を行うものとする。

⑴ 適切な計画策定、装備、訓練及び演習活

動を確保するため、州及び地方政府の職員

並びに民間部門と調整を行うこと。

⑵ 国土安全保障に関連する連邦政府の通信

及び通信システムについて、州及び地方政

府の職員及び機関、民間部門、その他の組

織体並びに公衆と調整を行い、適切な場合

には、統合を行うこと。

⑶ 州及び地方政府の職員、機関（agency
 

and authority）及び公衆への警告及び情報

の頒布、又は適切な場合には、これらの調

整を行うこと。

⒟ 国家安全保障会議の会議

長官は、大統領の指示に従い、国家安全保

障会議の会議に出席し、参加することができ

る。

⒠ 規則の制定

長官による規則の制定は、この法律、この

法律により移管される規制権限を付与する法

律及びこの法律の制定の後に制定された法律

において特に規定される場合を除き、合衆国

法典第５編第５章の規定の適用を受ける。

⒡ 長官特別補佐官

長官は、以下の事項について責任を負う長

官特別補佐官１名を任命する。

⑴ アメリカの国土を防衛するという省の第

一の任務に資するために、民間部門との戦

略的な交流を図り、かつ、これを促進する

こと。

⑵ 民間部門に及ぼす省の政策、規則、手続

及び活動の影響について、長官に助言する

こと。

⑶ 国土安全保障の任務を有する他の連邦関

係機関の活動が民間部門に及ぼす影響を評

価するために、当該機関との接触を保つこ

と。

⑷ 次の目的のために、長官により任命され

た産業界及び団体の代表からなる民間部門

の諮問会議を設置し、運営すること。

A 民間部門の成果物、適用事例及び解決

事例について、それらが国土安全保障の

取組みに関係する限りにおいて、長官に

助言すること。

B 参加している産業界及び団体に影響を

及ぼす国土安全保障政策、規則、手続及

び活動について長官に助言すること。

⑸ 連邦の研究所、連邦の資金供与に係る研

究開発センター、連邦の資金供与に係るそ

の他の組織、学界及び民間部門と協力して、

国土安全保障に取り組むための革新的な方

法を開発し、もって国土安全保障の任務に

とって最も有効な技術を開発し、かつこれ

を展開すること。

⑹ 既存の官民の協力体制を推進し、新たな

官民の協力体制を開発して、国土安全保障

に取り組むための協力及び相互支援を行う

こと。

⑺ 重要基盤を確保するために、民間部門が

最善の実務を開発し、強化することを支援

すること。

⒢ 標準に関する政策

省のすべての標準に関する活動は、1995年

国家技術移転促進法（NationalTechnology
 

Transfer Advancement Act of1995）（15U.

S.C.272note）第12条⒟及び行政管理予算庁

通達
(注16)

A-119に従い行うものとする。

第103条 その他の幹部職員

⒜ 副長官；次官

大統領は、上院の助言と承認を得て、次の

幹部職員を置く。

⑴ 国土安全保障副長官

この号に定める副長官は、合衆国法典第

５編第33章第３節の目的のために、長官の

第一の補佐とする。

外国の立法 222（2004.11)34



⑵ 情報分析・基盤防護担当次官

⑶ 科学技術担当次官

⑷ 国境・運輸安全担当次官

⑸ 緊急事態対応担当次官

⑹ 市民権・移民サービス局長

⑺ 管理運営担当次官

⑻ 次官補12人以下

⑼ 法律顧問

この顧問は、省の首席法務担当官とする。

⒝ 監察総監

省に、1978年監察総監法（Inspector Gen-

eral Act of1978）（合衆国法典第５編付録）

の定めるところにより、監察総監室及び同室

の長としての監察総監を
(注17)

置く。

⒞ 沿岸警備隊司令官

長官の職務遂行を補佐するため、合衆国法

典第14編第44条の規定に従い任命され、長官

に直接報告を行う沿岸警備隊司令官を置く。

司令官の責務は、この法律の規定及び長官に

より与えられる責務に加え、合衆国法典第14

編第２条により要求される責務を含むものと

する。

⒟ その他の幹部職員

長官の職務遂行を補佐するため、大統領が

任命する次の幹部職員を置く。

⑴ シークレットサービス局長

⑵ 情報最高責任者

⑶ 首席人事担当官

⑷ 首席財務担当官

⑸ 市民的権利・市民的自由担当官

⒠ 特定の職務の遂行

この法律の規定に従うことを条件として、

省の幹部職員はいずれも、当該幹部職員の官

署についての法又は長官の命令により明記さ

れた職務を遂行する。

第Ⅱ編 情報分析及び基盤防護

Ａ部 情報分析・基盤防護総局；情報アク

セス

第201条 情報分析・基盤防護総局

⒜ 情報分析・基盤防護担当次官

⑴ 一般規定

省に、大統領が上院の助言と承認を得て

任命する情報分析・基盤防護担当次官を長

とする情報分析・基盤防護総局を置く。

⑵ 責任

次官は、長官により与えられた責任を果

たすことにより長官を補佐するものとす

る。

⒝ 情報分析担当次官補；基盤防護担当次官補

⑴ 情報分析担当次官補

省に、大統領が任命する情報分析担当次

官補を置く。

⑵ 省に、大統領が任命する基盤防護担当次

官補を置く。

⑶ 責任

情報分析担当次官補及び基盤防護担当次

官補は、この条に基づく情報分析・基盤防

護担当次官がその責任を果たすことを補佐

するものとする。

⒞ 情報分析及び基盤防護の遂行

長官は、情報基盤及び基盤防護に関する省

の責任が情報分析・基盤防護担当次官により

果たされることを保証しなければならない。

⒟ 次官の責任

長官の指揮及び統制に従い、情報分析・基

盤防護担当次官の責務は、以下のとおりとす

る。

⑴ 連邦政府の機関、州及び地方政府の機関

（法執行機関を含む。）並びに民間部門の組

織体が保有する法執行情報、諜報情報その

他の情報にアクセスし、これを受領し、分

析すること並びに次の目的のために当該情

報を統合すること。
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A 国土に対するテロリストの脅威の本質

及び範囲を特定し、評価すること。

B 合衆国に対するテロリズムの脅威を検

知し、特定すること。

C 国土の現実的、潜在的脆弱性を考慮に

入れてそれらの脅威を理解すること。

⑵ 合衆国における特定の種類のテロリスト

攻撃によってもたらされるリスクを判定す

るためのリスク評価（その攻撃の成功可能

性並びに攻撃に対する各種対抗策の実行可

能性及び潜在的有効性に関する評価を含

む。）の実施を含めて、合衆国の重要資源及

び重要基盤の脆弱性に関する包括的評価を

行うこと。

⑶ 省、連邦政府の他の機関、州及び地方政

府の機関、民間部門並びにその他の組織体

による防護策及び支援策の優先順位を特定

するために、関連した情報、分析及び脆弱

性の評価（その情報、分析又は評価が省又

はその他により提供されたものか、実施さ

れたものであるかを問わない。）を統合する

こと。

⑷ 第202条に従い、連邦政府の他機関から情

報を入手することを含め、この条に基づく

責任を果たす上で必要なすべての情報に適

時かつ効果的な省によるアクセスを確保す

ること。

⑸ 発電、配電及び送電のシステム、情報技

術及び通信システム（衛星通信を含む。）、

財務及び資産の記録の電子的保存及び伝送

システム及び非常用通信システム並びにそ

れらのシステムを支える物的技術的資産を

含めた、合衆国の重要資源及び重要基盤を

保全するための包括的な国家計画を策定す

ること。

⑹ 連邦政府の他の機関との連携並びに州及

び地方政府の機関、民間部門並びにその他

の組織体との協力により、合衆国の重要資

源及び重要基盤の防護に必要な方策を勧告

すること。

⑺ 次に掲げることを含む国土安全保障警報

システム（Homeland Security Advisory
 

System）を運営すること。

A 国土安全保障に対する脅威に関し、警

報の第一次的責務を果たすこと。

B 連邦政府の他機関と連携して、州及び

地方政府の機関、民間部門その他の組織

体並びに公衆に対し、特定の警戒情報の

提供並びに適切な防護措置及び対抗措置

に関する助言を行うこと。

⑻ 連邦政府の内部並びに連邦政府、州及び

地方政府の機関間の国土安全保障に関する

法執行情報、諜報情報、諜報関連情報その

他の情報に関し、その共有を管理する方針

及び手続の改善を図るための見直し、分析

及び勧告を行うこと。

⑼ 省が省の内部で分析した情報を、必要に

応じて、合衆国に対するテロリスト攻撃の

抑止、防止、機先制止又は対応を援助する

ことを目的として、国土安全保障に関して

責任を有する連邦政府の他機関並びに同様

の責任を有する州、地方政府及び民間部門

の組織体に提供すること。

⑽ 法執行関連情報を含めて、合衆国に対す

るテロリズムの脅威に関する情報につい

て、省の代表として当該情報の収集の要件

及び優先順位に関して議論することを通じ

て、中央情報長官及びその他の連邦政府の

諜報、法執行又はその他の構成単位と収集

の優先順位及び戦略の決定について協議す

ること。

法執行関連情報を含めて、合衆国に対す

るテロリズムの脅威に関する適切な情報交

換を確保するために、州、地方政府及び民

間部門の組織体と協議すること。

次のことを保証すること。
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A この法律に従い受領した資料は、権限

のない開示から保護され、公務執行のた

めにのみ取り扱われ、使用されること。

B 1947年国家安全保障法（National
 

Security Act of1947）（合衆国法典第50

編第401条以下）及び関連の手続に基づい

て情報源及び諜報の手法を保護する中央

情報長官の権限並びに、必要に応じて、

慎重な取扱いを要する法執行情報に関す

る司法長官の類似の権限と整合性を保ち

つつ、この法律に基づく諜報情報は、共

有され、保存され、かつ提供されること。

合衆国内におけるテロリズムの脅威に関

して、又は、長官により与えられたその他

の責任領域に関して、連邦政府の他の機関、

州及び地方政府の機関並びに民間部門から

の追加情報を、長官を通じて当該情報を取

得するための協力協定の締結を含めて、請

求すること。

この条に基づく責務の推進のためにデー

タ及び情報にアクセスし、これを受領し、

分析すること、並びに省により収集され、

分析された情報を、必要に応じて、提供す

ることを目的として、省の情報最高責任者

と協力して、データ・マイニング（data
 

mining）及びその他の先端的分析ツールを

含む安全確実な通信及び情報技術基盤を確

立し、利用すること。

省の情報最高責任者と協力して、省によ

り開発され、又は利用される情報データ

ベース及び分析ツールに関し、次のことを

保証すること。

A それら相互の互換性及び連邦政府の他

機関の関連情報データベースとの互換性

をもたせること。

B プライバシーに関して適用される連邦

法を遵守して当該データベースにおける

情報を取り扱うこと。

省並びに省に情報を提供し、又は省から

提供される情報の消費者である連邦政府の

他機関、州及び地方政府の構成単位及び職

員に対して、通常の職務において示される

情報の識別及び共有を容易にし、省から受

領する情報の最適利用を促進するために、

訓練及びその他の支援について調整するこ

と。

必要に応じて、諜報関係機関の構成単位、

連邦、州及び地方の法執行機関並びに民間

部門との調整を図ること。

省の他の構成単位に対して、諜報、情報

分析及び支援を提供すること。

長官が定める責任に関わるその他の職務

を遂行すること。

⒠ スタッフ

⑴ 一般規定

長官は、この条の責任を果たすことにお

いてこの局を援助するために、この局に所

管の専門的な知識及び経験を有する一団の

アナリストを配置する。

⑵ 民間部門のアナリスト

この項におけるアナリストには、民間部

門からのアナリストを含めることができ

る。

⑶ 機密情報取扱許可証

この項におけるアナリストは、この条に

基づく業務に相応しい機密情報取扱許可証

（security clearance）を有しなければなら

ない。

⒡ 職員の派遣

⑴ 一般規定

この条の責任を果たすことによりこの局

を援助するために、次号［⑵号］で定める

機関の職員を分析的職務及び関連の責務を

遂行するために省に派遣することができ

る。

⑵ 対象機関
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この号において指し示される機関は、次

のものとする。

A 国務省

B 中央情報局

C 連邦捜査局

D 国家安全保障局

E 国家画像地図局

F 国防情報局

G 大統領が適当と認める連邦政府のその

他の機関

⑶ 協力協定

長官及び関係機関の長は、この項におけ

る職員派遣の目的のために、協力協定を締

結することができる。

⑷ 派遣方式

この項における派遣は、復職を可能とす

る方式又は復職を可能としない方式のいず

れによっても行うことができる。

⒢ 移管対象の機能

次に掲げる機能、要員、資産及び負債は、

この条における情報分析・基盤防護担当次官

に割り当てるために、第XV編に従い、長官

に移管する。

⑴ 連邦捜査局の国家基盤防護センター（コ

ンピュータ捜査運用課を除く）。それに関す

る司法長官の機能を含む。

⑵ 国防総省の国家通信システム。それに関

する国防長官の機能を含む。

⑶ 商務省の重要基盤安全確保室。それに関

する商務長官の機能を含む。

⑷ エネルギー省の国家基盤シミュレーショ

ン分析センター及び同省のエネルギー安全

確保プログラム及び活動。それに関するエ

ネルギー長官の機能を含む。

⑸ 共通役務庁の連邦コンピュータ事件対応

センタ。それに関する共通役務長官の機能

を含む。

⒣ 省の特定構成単位に関する諜報関係機関の

構成単位への編入(略)

第202条 情報アクセス

⒜ 一般規定

⑴ 脅威及び脆弱性に関する情報

大統領による別段の指示がある場合を除

き、長官は、長官が必要があると思料する

ところに従い、合衆国に対するテロリズム

の脅威及び長官により与えられたその他の

責任領域に関する報告、アセスメント、分

析及び未評価の諜報情報を含む情報並びに

テロリズムに対する合衆国の基盤又はその

他の脆弱性に関するあらゆる情報であって

連邦政府の機関によって収集され、保有さ

れ、又は整備されることが可能な情報のす

べてについて、分析されたものであるか否

かを問わず、アクセスすることができなけ

ればならない。

⑵ その他の情報

長官は、大統領がさらに定めた場合には、

長官の責任の下にある事項に関するその他

の情報であって連邦政府の機関により収集

され、保有され、又は整備されることが可

能な情報にアクセスすることができなけれ

ばならない。

⒝ アクセスの方法

大統領による別段の指示がある場合を除

き、この条に従い長官がアクセス権を有する

情報に関し、次に掲げる方法でアクセスする

ものとする。

⑴ 長官は、請求により当該資料を取得する

ことができ、かつ、当該資料を用意し、又

は広範なカテゴリーの資料に関わる請求若

しくは手配を含め、省の幹部職員に定期的

若しくは日常的な資料へのアクセス若しく

は電子的データベースへのアクセス又はそ

のいずれのアクセスをも提供することを目

的として、他の行政機関と協力協定を締結
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することができる。

⑵ 長官が⑴号に従い請求を行い、又は協力

協定を締結したか否かにかかわらず、連邦

政府のすべての機関は、次に掲げるものを

速やかに長官に提供しなければならない。

A 合衆国に対する脅威及び長官により与

えられたその他の責任領域に関するあら

ゆる報告（十分な評価がなされていない

諜報情報を内容とする情報報告を含

む。）、評価［アセスメント］及び分析に

より得られた情報

B テロリズムに対する合衆国の基盤の脆

弱性又はテロリズムに対する合衆国のそ

の他の脆弱性に関するあらゆる情報。そ

の情報は、分析されたものか否かを問わ

ない。

C 合衆国に対する重大かつ確かな脅威に

関するあらゆる情報。その情報は、分析

されたものか否かを問わない。

D 大統領が指示することができるその他

の情報又は資料

⒞ 一定の法律に基づく取扱い

長官は、連邦の法執行、諜報、防護、国防、

出入国又は国家安全保障の当局者とみなさ

れ、次に掲げる法律の規定に基づいて中央情

報長官に提供することが要求される法執行機

関からのすべての情報が提供されなければな

らない。

⑴ 2001年米国愛国者法（USA PATRIOT
 

Act）（公法律第107-56号）

⑵ 合衆国法典第18編第2517条⑹

⑶ 連邦刑事訴訟規則（Federal Rules of
 

Criminal Procedures）第６条⒠項⑶C

⒟ 諜報及びその他の情報へのアクセス

⑴ 連邦政府の構成単位によるアクセス

この編におけるいかなる規定も、諜報関

係機関（1947年国家安全保障法第３条⑷号

（合衆国法典第50編第401a条⑷号）で定め

るところによる。）の構成単位又はテロリス

トの脅威情報の分析に責任を有する連邦政

府のその他の構成単位がテロリズムに関す

る情報又はその他の情報を受領することを

妨げるものではない。

⑵ 情報共有

長官は、中央情報長官と協議し、省によ

るアクセスが可能なテロリズムに関する諜

報又はその他の情報が、必要に応じ、州及

び地方政府のみならず、前号［⑴号］で定

める連邦政府の構成単位と適切に共有され

ることを保証しなければならない。

Ｂ部 重要基盤情報

第211条 略称

この部は、「2002年重要基盤情報法（Critical
 

Infrastructure Information Act of2002）」と

して引用することができる。

第212条 定義［抄］

この部において次に掲げる用語が使用される

ときは、当該の規定に定めるところによる。

⑴ 機関（Agency）［略］

⑵ 対象とされる連邦機関（covered Federal
 

agency）［略］

⑶ 重要基盤情報

「重要基盤情報（critical infrastructure
 

information）」という用語は、慣例上での

公有に属するものをいうのではなく、重要

基盤又は防護システムのセキュリティに関

係する次のいずれかに該当する情報を意味

する。

A 連邦、州若しくは地方政府の法律に違

反し、州境をまたがる通商を妨げ、又は

公衆の衛生若しくは安全を脅かす、物理

的若しくはコンピュータ・ベースの攻撃

又は類似の行為（あらゆる種類の通信及
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びデータ伝送システムの濫用又は不正ア

クセスを含む。）により、重要基盤又は防

護システムに関し、現実的、潜在的若し

くは脅迫的妨害、攻撃、侵害又は機能停

止行為に関する情報

B セキュリティ・テスト（security test-

ing）、それに関するリスク評価、リスク管

理計画又はリスク監査を含む重要基盤又

は防護システムの脆弱性に関して計画中

若しくは過去のアセスメント、予測又は

推定を含む、これらの妨害、侵害又は機

能停止行為に耐える重要基盤又は防護シ

ステムの性能に関する情報

C これらの妨害、侵害又は機能停止行為

に関連する範囲における、修復、障害回

復、復元、保証又は継続性を含む、重要

基盤又は防護システムに関する計画中又

は過去の操作上の不具合若しくは解決事

例に関する情報

⑷ 重要基盤防護プログラム

「重要基盤防護プログラム（critical in-

frastructure protection program）」という

用語は、大統領又は機関の長により重要基

盤情報の受領の対象となる連邦機関に指定

された構成組織（component）又は事務局

（bureau）を意味する。

⑸ 情報共有・分析組織（Information Shar-

ing and Analysis Organization）［略］

⑹ 防護システム（protected system）［略］

⑺ 任意（voluntary）［略］

第213条 重要基盤防護プログラムの指定

重要基盤防護プログラムは、次のいずれかの

者により指定される。

⑴ 大統領

⑵ 国土安全保障長官

第214条 任意に共有される重要基盤情報の防

護

⒜ 防護

⑴ 一般規定

他のいかなる法律の規定にもかかわら

ず、重要基盤及び防護システムのセキュリ

ティに関係する連邦機関に対しその機関に

よる使用のために任意で提出された、分析、

警告、相互依存性の研究、障害回復、復元

又はその他の情報目的に関する重要基盤情

報（提出者又は提出組織体の同一性確認情

報を含む。）は、次号［⑵号］に明記する明

文の説明を添付したときは、次の規定に従

うものとする。

A 合衆国法典第５編第552条（一般的に

は、情報自由法（Freedom of Informa-

tion Act）といわれる。）の下での開示か

ら除外する。

B 政策に関する意思決定を行う幹部職員

との一方向的な意思伝達に関する機関の

規則又は司法の原則のいずれにも従わな

い。

C その情報が善意で提出されたときは、

連邦法又は州法の下で提起されたいかな

る民事訴訟においても、その情報の提供

者又は提供組織体の書面による同意な

く、情報を受領した機関又は連邦、州、

地方の官署若しくは第三者のいずれに

よっても、直接的には使用されない。

D 以下のいずれかに該当する場合を除

き、その情報の提供者又は提供組織体の

書面による同意なく、この部の目的以外

の目的のために合衆国の幹部職員又は一

般職員によって使用されることも、開示

されることもない。

ⅰ 犯罪行為の捜査又は訴追の促進

ⅱ 次に掲げる組織に対する情報の開示

Ⅰ 連邦議会のいずれかの院又はその

管轄権の及ぶ委員会、小委員会、合
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同委員会若しくは合同委員会の小委

員会

Ⅱ 会計検査院長又は会計検査院の職

務遂行過程における会計検査院長の

正式代理人

E 州、地方政府又は政府機関に情報を提

供する場合には、次の行為をしてはなら

ない。

ⅰ 情報又は記録の開示を要求する州法

又は地方政府の法律に従い利用可能に

すること。

ⅱ それとは別に、情報の提供者又は提

供組織体の書面による同意なく、当該

の州、地方政府又は政府機関により当

事者に情報を開示し、又は配布するこ

と。

ⅲ 重要基盤若しくは防護システムを防

護し、又は犯罪行為の捜査若しくは訴

追を促進する以外の目的のために、情

報を使用すること。

F 企業秘密の保護のように、法律の定め

るところにより適用される特権又は保護

の放棄にならないこと。

⑵ 明文の説明

前号［⑴号］の目的のために、「明文の説

明（express statement）」という用語が、

情報又は記録に関して用いられるときは、

以下のいずれかの意味を有する。

A 文字情報又は記録の場合は、その情報

又は記録に概ね次のような注意書き

（written marking）をいう。

「この情報は、2002年重要基盤情報法

（Critical Infrastructure Information
 

Act of2002）の規定により定められた開

示からの保護を期待して連邦政府機関に

任意で提出されたものである。」

B 音声情報の場合は、音声による通信の

後の合理的な期間内に提出される類似の

説明書（written statement）

⒝ 制限

この部に従い対象とされる連邦機関に提出

される重要基盤情報に関するいかなる通信

も、連邦諮問委員会法（Federal  Advisory
 

Committee Act）（合衆国法典第５編付録２）

の要件に従った行為とみなされてはならな

い。

⒞ 独立して取得される情報

この条のいかなる規定も、州、地方若しく

は連邦政府の組織体、機関又は第三者が⒜項

に規定されていない方法で準拠法に基づき、

合法的かつ適切に一般的に又は広範に公衆に

開示された情報を含めて、重要基盤情報を取

得し、法律で認められた方法で情報を使用す

ることに関し、その能力を制限し、又は別の

態様で影響を及ぼすと解釈されるものではな

い。

⒟ 任意に提出された情報の取り扱い

この部により開示から保護される情報又は

記録を政府に任意に提出することは、他の法

律の規定に基づく当該情報の連邦機関への提

出要件の遵守とはみなされない。

⒠ 手続

⑴ 一般規定

国土安全保障長官は、国家安全保障会議

及び科学技術政策局のしかるべき代表者と

協議し、任意に提出された重要基盤情報に

関する連邦機関による受領、取扱い及び保

存のための統一的な手続を定めなければな

らない。その手続は、この部が制定された

日の後90日以内に定めるものとする。

⑵ 構成要素

前号［⑴号］に基づき定める手続は、次

に掲げることに関する仕組みを含むものと

する。

A 連邦機関が連邦政府に任意に提出さ

れた重要基盤情報を受領したことの認
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知

B この部の規定の目的のために、かつ

これらの規定に従い、連邦政府に任意

に提出された情報であることの確認証

明の維持管理

C 情報の保管（care and storage）

D 連邦政府内部並びに州及び地方政府

とで情報を共有し、重要基盤及び防護

システムの防護に関する注意及び警告

の発布を許可するために、提出者若し

くは提出組織体の身元又は専有かつ企

業機密の情報であり、提出者若しくは

提出組織体に特に関連し、かつ、他の

方法では公有にすることが適当ではな

い情報を公開から保護する態様による

当該情報の秘密の保護及び維持管理

⒡ 刑罰

合衆国、その省又は機関の幹部職員又は一

般職員であって、職務又は公務の過程で省、

機関、その幹部職員又は一般職員が行う検査

若しくは捜査のため、又はそれらに対する返

却、報告若しくは記録作成のために、この部

による開示から保護されるべき重要基盤情報

を法律による権限のない方法若しくは範囲

で、事情を知りながら公表し、漏示し、若し

くは発表する者は、合衆国法典第18編に基づ

く罰金若しくは１年以下の拘禁に処し、又は

これを併科し、停職若しくは免職とする。

⒢ 警告を発する権限

連邦政府は、関連企業、攻撃目標とされる

部門、その他の政府の組織体又は一般公衆に

対して、必要に応じて重要基盤に対する潜在

的脅威に関する勧告、警報及び警告を発する

ことができる。警告を発するに当たり、連邦

政府は、次に掲げる情報を開示から保護する

ために必要な措置を講じなければならない。

⑴ 任意に提出された警告の根拠となる重要

基盤情報の情報源

⑵ 情報の提供者又は提供組織体に明らかに

関係する専有（proprietary）かつ企業機密

（business sensitive）である情報又は他の

方法では公有にすることが適当ではない情

報

⒣ 権限の委任

大統領は、情報共有・分析組織又は1950年

国防生産法（Defense Production Act of

1950）（合衆国法典第50編付録2158）第708条

で規定する実行計画を含む重要基盤のセキュ

リティを推進する任意の協定を締結するため

の権限を第213条の下で指定された重要基盤

防護プログラムに委任することができる。

第215条 私的な訴権の排除

この部のいかなる規定も、この法律の規定の

執行に関し、私的な訴権を創設するとはみなさ

れない。

C部 情報セキュリティ

第221条 情報共有のための手続

長官は、この編に基づき共有される情報の使

用に関する手続を次のとおり定めるものとす

る。

⑴ 違法な目的で使用されないことを保証す

るために、当該情報の再提供を制限するこ

と。

⑵ 当該情報のセキュリティ及び秘密性を確

保すること。

⑶ 当該情報の対象である個人の憲法上及び

法律上の権利を保護すること。

⑷ 陳腐化し、又は誤った名称及び情報を適

時に除去し、破壊することによりデータの

完全性を提供すること。

第222条 プライバシー担当官

長官は、次に掲げる事項を含むプライバシー

外国の立法 222（2004.11)42



政策に第一次的責任を負う上級の幹部職員１名

を省内で任命しなければならない。

⑴ 個人情報の使用、収集及び開示に関する

プライバシー保護を技術の使用により支援

し、陳腐化させないことを保証すること。

⑵ プライバシー法による記録システムに登

載される個人情報が1974年プライバシー法

（Privacy Act of1974）で定める公正な情

報実務を完全に遵守して取り扱われるこ

と。

⑶ 個人情報の収集、使用及び開示に関する

連邦政府による立法上及び法規上の提案を

査定すること。

⑷ 省の規則案のプライバシー影響評価又は

収集された個人情報の種類及びその影響が

及ぶ人数を含む個人情報のプライバシーに

関する省のプライバシー影響評価を実施す

ること。

⑸ プライバシーの侵害に関する苦情、1974

年プライバシー法の実施、内部統制その他

の事項を含むプライバシーに影響を及ぼす

省の活動に関する連邦議会に対する年次報

告を用意すること。

第223条 非連邦のサイバー・セキュリティの強

化

第201条に基づく責任を果たすに当たり、情報

分析・基盤防護担当次官は、以下の規定に従わ

なければならない。

⑴ 重要情報システムを保有し、又は運用す

る、州及び地方政府に対しては、必要に応

じ、民間部門に対しては、要請に応じ、次

に掲げるサービスを提供する。

A 重要情報システムへの脅威及び同シス

テムの脆弱性に関する分析及び警告

B 緊急事態対応担当次官と連携を図り、

重要情報システムへの脅威又は攻撃に対

応する危機管理の支援

⑵ 民間部門及び政府の他の組織体の要請に

応じ、緊急事態対応担当次官と連携を図り、

重要情報システムの重大な故障に対応する

ための緊急の障害回復計画に関し、必要に

応じて技術援助を提供すること。

第224条 ネット・ガード

情報分析・基盤防護担当次官は、地域社会を

援助して情報システム及び通信ネットワークへ

の攻撃に対応し、かつ、障害回復を行うために、

「ネット・ガード（Net Guard）」として周知さ

れる、科学技術の関連領域に専門知識を有する

地域社会のボランティア集団からなる全国的な

技術守備隊を設立することができる。

第225条 2002年サイバー・セキュリティ強化法

⒜ 略称

この条は、「2002年サイバー・セキュリティ

強化法（Cyber Security Enhancement Act
 

of2002）」として引用することができる。

⒝ 特定のコンピューター犯罪に関する量刑の

指針の修正

⑴ 合衆国量刑委員会に対する指令

合衆国法典第28編第994条⒫に基づく権限に

従い、かつこの規定に基づき、合衆国量刑

委員会（United States Sentencing Com-

mission）は、合衆国法典第18編第1030条に

基づく犯罪を犯した者に適用する指針及び

方針説明を見直し、適切な場合には、これ

らを修正する。

⑵ 要件

この項を執行するに当たり、量刑委員会

は、以下の規定に従う。

A 前号［⑴号］に規定された犯罪の重大

な性格、当該犯罪の発生率の増加並びに

当該犯罪の予防に効果的な抑止力及び適

切な刑罰の必要性が量刑の指針及び方針

説明に反映されることを保証する。
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B 次に掲げる要因及び指針がそれらの要

因について説明をすることができるか否

かの範囲を考慮する。

ⅰ 犯罪によりもたらされる潜在的及び

現実的損失

ⅱ 犯罪に関わる高度な知識及び計画の

レベル

ⅲ 犯罪が商業的利益又は個人的金融利

得を目的としたものか否か。

ⅳ 被告がその犯罪を実行するに当たり

危害を加える悪意をもって行動したか

否か。

ⅴ 犯罪が危害を加えられた個人のプラ

イバシーの権利を侵害した程度

ⅵ 犯罪が国防、国家安全保障又は司法

運営の促進のために政府により使用さ

れるコンピュータに関わるものか否

か。

ⅶ 違反行為が重要基盤を著しく妨害

し、若しくは混乱させることを意図し

たもの又はその効果をもつものであっ

たか否か。

ⅷ 違反行為が公衆の衛生若しくは安全

又は人に対する損傷を与える脅威を醸

成する効果を意図し、又はその効果を

持つものであったか否か。

C 他の関連する指令及び他の量刑の指針

との合理的な整合性を確保する。

D 一般に適用可能な量刑範囲の例外を正

当化しうる加重事由又は軽減事由につい

て説明する。

E 量刑の指針に追認のために必要な修正

を加える。

F 指針が合衆国法典第18編第3553条⒜

項⑵号に定める量刑の目的に十分に合致

することを保証する。

⒞～⒥ ［略］

D部 科学技術室 ［略］

第Ⅲ編 国土安全保障を支援する科学技術

第301条 科学技術担当次官

省に、科学技術担当次官を長とする科学技術

総局を置く。

第302条 科学技術担当次官の責任及び権限

長官は、科学技術担当次官を通じて、以下の

事務をつかさどる。

⑴ 省の任務を支援する研究開発の取組み及

びその優先事項に関し、長官に対して助言

を行うこと。

⑵ 他の所轄の行政機関との協議により、そ

の取組のための包括的で研究に基づく明確

化が可能な目標の策定並びにその取組みの

ための目標を達成し、評価するために年次

的評価が可能な目的及び明確な目標の策定

を含め、生物、化学、放射線、核その他の

発生しうるテロリズムの脅威への対策を明

確化し、策定するための連邦政府の非軍事

的な取組みに関する国家政策及び戦略計画

を策定し、その取組みのための優先事項、

目標、目的及び施策を特定し、かつ、その

取組みを調整すること。

⑶ 国土安全保障の脆弱性及び起こりうる脅

威の評価及び分析により、情報分析・基盤

防護担当次官を支援すること。

⑷ 省の活動の一部又はすべてに関連する基

礎・応用研究、開発、実証実験、分析及び

評価の活動を、省の内外における研究を通

じて実施すること。ただし、この責任は、

保健関連研究開発活動には及ばない。

⑸ 次に掲げる事項のための国家レベルの研

究開発、分析及び評価並びに技術及びシス

テムの調達における優先順位を確立し、監

督し、資金を拠出し、これらを実施するこ
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と。

A 化学、生物、放射能、核及び関連の兵

器及び物資の輸入の防止

B テロ攻撃に対する探知、防止、防御及

び対応

⑹ 連邦、州、地方政府及び民間セクターの

組織体に国土安全保障のための研究及び技

術を移転する仕組みを確立すること。

⑺ 国立の研究所又はサイトの使用及びこれ

らの施設における科学技術基盤の支援に関

する業務協約、共同後援、契約又はその他

の協定をエネルギー省と締結すること。

⑻ 第1709条⒝項により改正された2002年バ

イオテロリズム対策法（Agricultural
 

Bioterrorism Protection Act of2002）第

212条（合衆国法典第7編第8401条）の規定

に従い、農務長官及び司法長官と協力する

こと。

⑼ 公衆衛生サービス法第351A条（合衆国

法典第42編第262a条）に従い連邦規則法典

第42編第72部付録Aに定める「指定生物剤

（select agent）」として、新たな生物剤及

び毒物をリストに追加する決定を行うに当

たり、保健福祉長官及び司法長官と協力す

ること。

⑽ 科学技術における合衆国の主導的役割を

支援すること。

省のすべての部門（elements）のための

長期的な研究開発の需要及び能力を含む、

省における第一次的研究開発活動を確立

し、管理すること。

省における研究、開発、実証実験、分析

及び評価のすべての活動を調整し、統合す

ること。

省の科学技術の施策を設定し、実行する

に当たり、重複を避け、未だ満たされない

需要を特定するため、他の適切な行政機関

と調整すること。

省全体の研究開発プロジェクトの業績評

価及び省により実施され、又は後援された

研究の普及を目的としたガイドラインを策

定し、その運用を監督すること。

第303条 移管対象機能

第XV編（移管）の規定に従い、以下に掲げ

る組織体の機能、人員、資産及び負債を長官に

移管する。

⑴ 関連するエネルギー長官の職務機能を含

む、次に掲げるエネルギー省のプログラム

及び活動（ただし、合衆国戦略核防衛体制

に関するプログラム及び活動を除く。）

A 生物化学兵器に関する国家安全保障・

支援プログラム及び核不拡散・査察研究

開発プログラムの活動

B 核不拡散・査察研究開発プログラムの

核拡散探知プログラムに含まれる、核の

密輸に関するプログラム及び活動。この

号において言及されるプログラム及び活

動は、省へ移管するため、又は長官及び

エネルギー長官による共同作戦のため

に、大統領が指定することができる。

C 国際核物質保護・協力プログラムの評

価、探知及び協力のプログラムから成る

核評価のプログラム及び活動

D 省への移管のために大統領が指定する

ことができる、微生物の病原体関連の生

物・環境学的研究計画におけるライフ・

サイエンス活動

E 環境測定研究所

F ローレンス・リバーモア国立研究所に

おける最新の科学的コンピュータ処理研

究プログラム及び活動

⑵ 関連の国防長官の職務機能を含む、国防

総省国立生物兵器防衛分析センター

第304条 特定の公衆衛生関連活動の実施
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⒜ 一般規定

保健福祉省（公衆衛生サービスを含む。）に

より実施される化学・生物・放射能及び核並

びにその他の新たなテロリストの脅威に対す

る対策に関する非軍事的な健康関連の研究開

発活動に関連して、保健福祉長官は、第302条

⑵号に従い策定される国の政策及び戦略計画

との整合性を確保するために、国土安全保障

長官と協働して、これらの活動について優先

順位、目標、目的及び政策を定立し、調整さ

れた戦略を策定するものとする。

⒝ 進捗状況の評価

前項［⒜項］の規定を履行するに当たり、

保健福祉長官は、同項に掲げる優先順位及び

目標の到達に向けた進捗状況を評価するため

の特定の判断基準及び成果の測定方法の開発

について、長官に協力するものとする。

⒞ 天然痘対策の適用

公衆衛生サービス法第224条（合衆国法典第

42編第233条）に次の項を加える。

「⒫ 保健専門家による天然痘対策の適用

「⑴ 一般規定

この条の目的のために、かつ、この

項の他の規定に従い、該当者は、次号

［⑵号］Aに基づく長官による宣言の

有効期間内に個人に対する天然痘対策

の適用に起因する責任に関しては、公

衆衛生サービスの職員であるとみな

す。

「⑵ 天然痘対策に関する長官の宣言

「A 宣言を発する権限

「ⅰ 一般規定

長官は、この号に従い、現実の、

若しくは潜在的な公衆衛生の緊急

事態がある範疇の個人に対する該

当する対策の適用を適当なものと

したと結論する宣言を発すること

ができる。

「ⅱ 該当する対策

長官は、宣言の有効期間におけ

る個人への適用を目的として該当

する対策（⑻号Aに定義されると

ころによる。）と考えられる薬物を

宣言において特定する。

「ⅲ 有効期間

長官は、宣言の有効期間の開始

日及び終了日をその宣言において

特定するものとし、有効期間を短

縮し、又は延長するために宣言を

事後に改訂することができる。た

だし、新たな終了日は、宣言が改

訂される日より後の日とする。

「ⅳ 公示

長官は、前記の各宣言及び改訂

を速やかに連邦公報（Federal
 

Register）に公示する。

「B 宣言の適用範囲内における対策の

適用についてのみの合衆国の責任

⑸号Bⅱ に規定する場合を除

き、合衆国は、以下のいずれの規定

にも該当する場合に限り、該当する

個人に対する対策の適用から生じる

請求に関し、この項に基づき責任を

負うものとする。

「ⅰ 対策が⑺号Aⅰに掲げる目的の

ために、かつ、個人に対する対策

に関し、Aの規定に基づき長官が

発した宣言の有効期間内に有資格

者により適用されること。

「ⅱ 次の規定のいずれかに該当する

こと。

「Ⅰ その個人が宣言の対象となる

個人の範疇に属すること。

「Ⅱ 対策を適用する有資格者がそ

の個人が前記の範疇に属すると

信じる相当の理由があったこ
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と。

［以下略］

第305条 連邦政府資金による研究開発セン

ター

長官は、科学技術担当次官を通じて、国土安

全保障に関する独立した分析を行うため、又は

第308条に定める省内外のプログラムに関する

調整及び統合を含むこの法律に基づくその他の

責任を遂行するために、１又は複数の連邦資金

による研究開発センターを設立し、又はそのよ

うなセンターと契約する権能を有する。

第306条 雑則［略］

第307条 国土安全保障高等調査企画庁

⒜ 定義［略］

⒝ 国土安全保障高等調査企画庁

⑴ 設置

国土安全保障高等調査企画庁（Home-

land Security Advanced Research Pro-

jects Agency；HSARPA）［以下、HSAR-

PAという。］を設置する。

⑵ 庁長官

HSARPAは、長官が任命する庁長官

（Director）を長とする。庁長官は、次官［科

学技術担当次官］に報告を行う。

⑶ 責任

庁長官は、企業、連邦政府資金による研

究開発センター及び大学を含む公私の組織

体に対し、競争的で業績審査のなされる助

成、協力協定又は契約に資金を与えるため

に、基金を運営するものとする。庁長官は、

次に掲げる目的のために基金を運営する。

A 国土安全保障を推進する技術分野にお

ける革新的な変革を推進するために、国

土安全保障に関する基礎及び応用研究を

支援すること。

B 緊要な国土安全保障技術の開発、分析、

評価及び配備を進捗させること。

C 国土安全保障の脆弱性に対処するため

の技術のモデル試作（Prototyping）及び

配備を促進すること。

⑷ 目標に向けた競争

庁長官は、庁長官が判定した特定の脆弱

性に対処するための提案を募集することが

できる。

⑸ 調整

庁長官は、HSARPAの活動が他の関連

する調査機関の活動と調整されることを確

保するものとし、他の機関と共同して企画

を実行することができる。

⑹ 職員

長官は、HSARPAの職員の雇用に当た

り、1999会計年度ストロム・サーモンド国

家 防 衛 授 権 法（Strom Thurmond
 

National Defense Authorization Act for
 

Fiscal Year 1999）第1101条（合衆国法典

第５編第3104条注；公法律105-261）に規定

する雇用及び管理の権限を有する。同条⒞

項⑴号に基づく職員の任用期間は、同条⒞

項⑵号に基づく延長の承認前においては５

年を超えることができない。

⑺ 実証実験

庁長官は、技術の開発者、頒布者及び取

得担当者の間の連絡を改善するために国土

安全保障技術の実証実験を定期的に行うも

のとする。

⒞ 基金

⑴ 設立

国土安全保障技術のための研究開発促進

基金を設け、HSARPAの長がこれを運営

する。

⑵ 歳出予算の授権

基金に対し、2003会計年度には５億ドル、

その後には必要に応じた額の歳出予算を授
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権する。

⑶ 沿岸警備隊

前号［⑵号］に基づき授権される歳出予

算のうち、2005会計年度までの各会計年度

の歳出予算の少なくとも10％は、沿岸警備

隊司令官との合同の協定を通じて、沿岸警

備隊の監視船、航空機、ヘリコプター及び

職員が国土安全保障以外の任務から、港湾、

水路及び沿岸における安全保障の任務に転

属する可能性を最小限にするために、港湾、

水路及び沿岸における安全保障のための監

視及び境界線防護の能力を向上させる研究

開発を、次官のみが実施するために授権す

る。

第308条 研究、開発、実証実験、分析及び評価

の実施

⒜ 一般規定

長官は、科学技術担当次官を通じて、省内

外のプログラムにわたり第302条⑷号の規定

に基づく責任を履行する。

⒝ 省外のプログラム

⑴ 一般規定

長官は、科学技術担当次官を通じて、省

外の研究、開発、実証実験、分析及び評価

プログラムを、次のことを目的として運営

するものとする。

A 合衆国内のできるだけ多くの地域から

カレッジ、大学、民間の調査機関及び企

業（及びその連合体）が参加することを

確保すること。

B 資金供与対象の研究が第302条 号の

規定に基づき策定された業績評価プロセ

スを経て判定された、質の高いものであ

ることを確保すること。

C 資金が助成、協力協定及び契約を通じ

て支給されること。

⑵ 大学を基盤とする国土安全保障セン
(注18)

ター

A 指定

長官は、科学技術担当次官を通じて、

大学を基盤とする１又は複数の国土安全

保障センターを指定する。このセンター

の目的は、国の国土安全保障の質を高め

るための調整された、大学に基盤を置く

システムを確立することとする。

B 指定基準

国土安全保障センターとしてのカレッ

ジ又は大学の指定基準は、次に掲げるこ

とに関する実証された専門的学識を含

み、これに限定されないものとする。

ⅰ 第一対応者の訓練

ⅱ 大量破壊兵器及び生物戦に関わる事

件への対応

ⅲ 緊急医療及び診断医療のサービス

ⅳ 化学物質、生物、放射線及び核に対

する対抗措置又は探知

ⅴ 動植物の健康管理及び診断

ⅵ 食品安全

ⅶ 上下水道管理

ⅷ 港湾及び水路の安全保障

ⅸ 複合一貫輸送（multi-modal trans-

portation）

ⅹ 情報セキュリティ及び情報技術

xi 工学技術

xii 教育上の既定枠を超える活動及び技

術援助

xiii 国境の交通及び安全保障

xiv 研究及び開発に関する国土安全保障

の公共政策上の密接な関係及び公共宣

伝

C 長官の裁量

長官は、これらの指示を行うことが国

土安全保障についての利害関係に関わ

り、所定の大学を基盤とする国土安全保

障センターの指定に関連する範囲におい

て、第308条⒝項⑵号Bに規定する一定の
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基準を除外し、同規定に規定する基準を

超える追加的基準を考慮することができ

る。長官は、大学を基盤とする国土安全

保障センターの指定に当たり、選考過程

において除外され、又は追加される基準

及び指定のために使用される一連の基準

の根拠を当該の日の連邦公報で公表する

ものとする。

D 連邦議会への報告

長官は、この条の実施に関し、その制

定の日から毎年、連邦議会に報告しなけ

ればならない。この報告は、指定された

センター及び指定による国土安全保障の

強化の態様を示すにとどまらず、これら

の指定を取り消し、又は改訂する決定の

報告をも行うものとする。

E 歳出予算の授権

この号の実施のために必要な額の歳出

予算を授権する。

⒞ 省内のプログラム

⑴
(注19)

協議

長官は、第302条の規定に基づく責務を履

行するに当たり、科学技術担当次官を通じ

て、運営が契約者又は政府のいずれによる

とにかかわらず、連邦政府の研究機関の専

門的学識を参考にすることができる。

⑵ 研究所

長官は、科学技術担当次官を通じて、い

ずれかの研究所又はサイトに省のために本

部となる研究所を設置し、その他の研究所

又はサイトに追加的な研究所を設置するこ

とができる。

⑶ 研究所本部の基準

長官が前号［⑵号］の規定に従い研究所

本部を設置するための選定を行う場合、長

官は、次のことをするものとする。

A 全米科学アカデミー（National Acad-

emy of Science）、適切な連邦機関及びそ

の他の専門家と協議して、研究所本部の

選択基準を確立すること。

B 基準を連邦公報で公表すること。

C 基準に照らして、すべての適切な研究

所又はサイトを評価すること。

D 基準に基づき研究所又はサイトを選択

すること。

E 選定された研究所、選定された研究所

が公表された基準に合致するとされた態

様及び研究所本部が果たす義務の内容に

関して、連邦議会の所管の委員会に報告

すること。

⑷ 研究所の活動の制限

いずれの研究所も、前号［⑶号］Eの規

定により要求される報告の伝達から少なく

とも30日を経過するまでは、省の研究所本

部として活動を開始しないものとする。

第309条 エネルギー省所属の国立の研究所及

びサイトの国土安全保障支援のため

の活用

⒜ 国立の研究所及びサイトを活用する権限

⑴ 一般規定

長官は、省の任務を遂行するために、長

官が適当と考えるところに従い、次に掲げ

る１又は複数の方法により、エネルギー省

の国立の研究所及びサイトを活用すること

ができる。

A 次項［⒝項］で言及される共同後援協

定

B ⒞項に従うことを条件とする、省とエ

ネルギー省の適切な研究所又はサイトと

の間の直接契約

C 当該の研究所又はサイトにより利用に

供される「他者のための業務（work for
 

others）」基盤

D 法律により定められるその他の方法

⑵ 研究所及びサイトによる受諾及び実行
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これらの研究所及びサイトは、エネル

ギー省の国立の研究所及びサイトの管理運

営、使命、利用及び運営に適用される他の

いかなる法律にもかかわらず、用意された

資源と整合性を保ちつつ長官のために業務

を受諾し、実行し、かつ当該の研究所にお

ける他の使命と対等の基盤及びこれらの研

究所又はサイトの他の使命を妨害しない基

盤の上で、これらの業務を実行する権限を

与えられる。

⒝ 共同後援協定

⑴ 研究所

省は、エネルギー省との多元的行政庁共

同後援協定により、エネルギー省の１又は

複数の国立の研究所と業務の実行における

共同後援者となることができる。

⑵ サイト

省は、エネルギー省のサイトの業務遂行

上の共同後援者となり、これによりこれら

のサイトが連邦の資金供与を受けた研究開

発センターに等しい存在として、その業務

を、省との多元的行政庁後援協定の下にお

けるものとして遂行することができる。

⑶ 主たる後援者

エネルギー省は、⑴号又は⑵号にいう多

元的行政庁後援協定の下における主たる後

援者とする。

⑷ 主導的機関

エネルギー省は、この項に基づく省とエ

ネルギー省の国立の研究所又はサイトとの

間の共同後援協定の策定（formation）及び

実行（performance）の調整における主導的

機関として行動するものとする。

⑸ 連邦調達規則

この項の規定による共同後援協定に基づ

くエネルギー省の国立の研究所又はサイト

により遂行されるいかなる業務も、連邦調

達規則（Federal Acquisition Regulation）

に基づく連邦の資金供与を受けた研究開発

センターの使用に関する方針を遵守したも

のでなければならない。

⑹ 資金供与

省は、エネルギー省の国立の研究所又は

サイトでの業務のために、事案に応じて、

この項の下での共同後援協定に基づき、

1949年連邦行財政サービス法（Federal
 

Property and Administration Services of

1949）第303条⒝項⑴号C（合衆国法典第41

編第253条⒝項⑴号C）の規定に基づきこれ

らの国立の研究所について、又はこの条が

この項を理由として連邦の資金供与を受け

た研究及び開発のセンターとしてこれらの

サイトに適用される限りで、これらのサイ

トについて、それらの主たる後援者に適用

されるのと同じ条件（terms and condi-

tions）の下で資金を供与するものとする。

⒞ 別個の契約

この法律によりエネルギー省から国土安全

保障省へ移管されたプログラム又は活動がエ

ネルギー省の国立の研究所若しくはサイトの

運用者との直接契約を通じて実行される限り

において、国土安全保障長官及びエネルギー

長官は、国土安全保障省とこれらの運用者と

の間のこれらのプログラム及び活動のための

直接契約がエネルギー省とこれらの運用者と

の直接契約とは別個のものであることを確保

しなければならない。

⒟ 共同研究開発協定及びライセンス協定に関

する権限

長官は、この条の下でのエネルギー省の国

立の研究所若しくはサイトの活用と関連し

て、これらの国立の研究所若しくはサイトの

長が共同の研究開発の協定を締結すること、

又は、いずれかの人、合衆国の機関若しくは

支分部局（instrumentality）、州若しくは地方

政府の部署（unit）及び1980年スティーブンソ
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ン・ウィドラー技術革新法（Stevenson-

Wydler Technology Innovation Act of

1980）第12条（合衆国法典第15編第3710a条）

により与えられた権限の下におけるその他の

組織体とライセンス協定を取り決めることを

許可することができる。同法第11条及び第12

条（合衆国法典第15編第3710条及び第3710a

条）の規定と両立するこれらの協定の連邦側

でない当事者には、技術を移転することがで

きる。

⒠ 費用の弁済

国土安全保障省は、エネルギー省の国立の

研究所又はサイトの運用者がこの条の下での

これらの研究所又はサイトの活用に関連して

行う活動について、エネルギー省又は契約者

の管理費又は人件費のうち、エネルギー省が

これらの契約者により実行された活動のため

に支出する額を超え、かつエネルギー省が支

出負担した分の支出について、国土安全保障

省に求める請求権をエネルギー長官が放棄す

るという方法を通じて、エネルギー省にこれ

らの活動の費用を弁済する。

⒡ エネルギー省により研究開発を指示された

研究所

いずれの会計年度においても、省の歳出予

算として授権され、又は使用に供される資金

は、エネルギー省により研究開発の活動の遂

行を命じられた研究所に対しては、これらの

活動が国土安全保障省の使命を支援するとき

を除き、支払の義務づけ又は支出をすること

はできない。

⒢ 国立研究所室

科学技術総局の内部に、省の使命を支援す

ることを目的とする研究所ネットワークシス

テムを創出するという形で、この条に基づく

エネルギー省の国立の研究所又はサイトの調

整及び活用の責任を有する国立研究所室

（Office for National Laboratories）を置

く。

⒣ 国土安全保障関連の研究についてエネル

ギー省が行う調整

エネルギー長官は、国土安全保障に直接的

又は間接的に関連するエネルギー省内部にお

ける研究、開発、検査及び評価の活動が、取

組みの重複を最小限に抑え、連邦の財源の効

果的使用を最大限にするものとなるよう、長

官と十分な調整が行われることを確保するも

のとする。

第310条 農務省プラム・アイランド動物疾病セ

ンターの移管［略］

第311条 国土安全保障科学技術諮問委員会

⒜ 設置

省の内部に、国土安全保障科学技術諮問委

員会（以下、この条において「諮問委員会」

という。）を設ける。諮問委員会は、科学技術

担当次官の活動に関し、国家の安全保障にと

り潜在的重要性のある研究分野の確認を含

め、勧告を行う。

⒝ 委員

⑴ 任命

諮問委員会は、科学技術担当次官が任命

する20人の委員で構成し、その委員は、緊

急事態第一対応者又は緊急事態第一対応者

の組織若しくは連合体の代表を含む。諮問

委員会は、経済的弱者の共同体を含む市民

団体の代表をも含む。諮問委員会の委員と

して任命される個人は、次の規定に該当す

るものでなければならない。

A 緊急事態対応、研究、工学、新製品開

発、ビジネス及び経営コンサルティング

といった分野において優れていること。

B 優れた業務についての公認の記録のみ

に基づいて選出されること。

C 連邦政府職員ではないこと。
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D 科学技術担当次官により支援される研

究、開発、実証実験及び展開活動が交差

する分野の代表となるために選出される

こと。

⑵ 全米研究評議会

科学技術担当次官は、全米研究評議会が

諮問委員会の委員を選出するための契約を

取り決めることができる。ただし、全米研

究評議会が利用する選考委員会（panel）が

前号［⑴号］に規定する代表を反映する場

合に限るものとする。

⒞～⒤［略］

⒥ 終期

国土安全保障省科学技術諮問委員会は、こ

の法律の施行日から３年後に終了する。

第312条 国土安全保障研究所

⒜ 設置

長官は、「国土安全保障研究所」（以下、こ

の条において「研究所」という。）として周知

される連邦資金の供与を受ける研究開発セン

ターを設置する。

⒝ 運営

研究所は、別個の組織体として省により運

営される。

⒞ 責務

研究所の責務は、長官が決定するものとし、

次のことを含むことができる。

⑴ 国家の重要基盤の脆弱性及びそれらの脆

弱性を軽減するために配備されるシステム

の効果を判定するためのシステム分析、リ

スク分析並びに模擬実験（simulation）及び

モデルの作成（modeling）

⑵ 安全保障を高めるための選択的研究方法

についての配分費用及び利益を評価する経

済分析及び政策分析

⑶ テロリストの標的となる可能性のある研

究機関、施設及び基盤（infrastructure）の

安全保障を高めるために配備された手段の

効果の評価

⑷ 共通の基準及び規約（protocols）が現場

担当者（field operator）及び第一対応者の

ために開発された手段（tool）の共同利用可

能性及び効果的活用を向上させたときの事

例の確認

⑸ 開発中の技術の効果を査定し、配備を目

的としたこれらの技術の適切性を評価する

ためのたたき台の構築に当たっての連邦の

機関及び省に対する支援

⑹ すべての国立の研究所を含む、連邦政府

全体にわたる国家安全保障プログラムの効

果を査定するための測定基準（metrics）の

設計及びそれらの測定基準の使用

⑺ 国土安全保障関連の演習及び模擬実験の

実行のための設計及び支援

⑻ 国家の重要基盤及び主要資源（key
 

resources）における脆弱性を軽減するため

の戦略的技術開発計画の創造

⒟ 研究所活動に関する協議

研究所は、前項［⒞項］に規定する責務の

遂行に当たり、民間企業、高等教育機関、非

営利団体、その他の政府機関、並びに、連邦

資金の供与を受ける研究及び開発のセンター

の代表と広く協議を行うものとする。

⒠ センターの利用

研究所は、国立基盤シミュレーション分析

センターの諸能力を活用するものとする。

⒡ 年次報告

研究所は、長官及び議会に対し、この条に

基づく研究所の活動に関する年次報告を提出

しなければならない。

⒢ 終期

国土安全保障研究所は、この法律の施行日

から３年後に終了する。

第313条 国土安全保障を高める革新的解決手
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法を促進し、支援するための技術情報

センター

⒜ プログラムの確立

長官は、科学技術担当次官を通じて、（第101

条に規定する）省の使命を容易にする技術革

新を促進するプログラムを確立し、推進する。

⒝ プログラムの要素

前項［⒜項］に規定するプログラムは、次

に掲げる構成要素を含む。

⑴ 省の使命を促進することになる技術に関

連する情報について、必要に応じて、追加

の調査、購入又は使用のために、連邦、州

及び地方政府並びに民間部門の組織体に伝

達するための、集中管理される連邦の情報

センターの構築

⑵ 省の使命を発展させるための独特で革新

的な技術を追求する声明の発布

⑶ 長官に提出された提案を（次項［⒞項］

⑵号に定める場合を除き）、これらの提案の

可能性、科学技術的価値及び費用見積りを

必要に応じ評価するために、必要に応じ選

別することを援助する技術援助チームの設

置

⑷ ⑴号及び⑵号に規定する技術の使用を評

価し、実施するための連邦、州及び地方政

府並びに民間部門の努力を支援するための

指導、勧告及び技術援助について、必要に

応じて行う整備

⑸ 国土安全保障を高めることになる技術を

開発し、又は配備する提案を追求する方法

に関する指導を求める者のための情報につ

いての、連邦の資金供与、規制又は調達に

関連する情報を含めた整備

⒞ 雑則

⑴ 一般規定

この条におけるいかなる規定も、省又は

前項［⒝項］⑶号に基づき設置された技術

援助チームに対し、省、その他の行政機関、

州若しくは地方政府の組織体又は民間部門

の組織体により使用される技術のための基

準を設定する権限を与えるものと解釈して

はならない。

⑵ 一定の提案

前項［⒝項］⑶号に基づき設置された技

術援助チームは、懸案の調達又は特定の機

関の要請に対する提案を求める懇願に応え

て提出された提案を審査し、又は評価しな

いものとする。

⑶ 調整

長官は、この条を実施するに当たり、技

術支援ワーキンググループ（Technical
 

Support Working Group）（1982年４月の

国家安全保障決定指令第30号（April 1982

National Security Decision Directive
 

Numbered30）に基づき組織された）と調

整を行うものとする。

第Ⅳ編 国境・運輸安全総局

A部 国境・運輸安全担当次官

第401条 国境・運輸安全担当次官

この省に、国境・運輸安全担当次官を長とす

る国境・運輸安全総局を置く。

第402条 責任

長官は、国境・運輸安全担当次官を通じて、

次のことに責任を負う。

⑴ テロリスト及びテロ行為の手段の合衆国

内への侵入の防止

⑵ 合衆国の、国境、領海、港、ターミナル

駅、水路並びに航空、陸上及び海上の輸送

システムの安全確保。通関地における、省

に移管される職務の管理及び調整を含む。

⑶ 第441条に基づき特定される職務の移管

が実施される日の直前に、制定法により移
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民帰化局長（又は、移民帰化局の幹部職員、

一般職員若しくはその業務の一部を行う者

（component））に与えられ、又は移民帰化

局長（又は移民帰化局の幹部職員、一般職

員若しくはその業務の一部を行う者）によ

り遂行される移民法執行の職務の実行

⑷ 市民ではない個人又は法的に合衆国永住

権を認められた外国人ではない個人に対

し、第428条の規定に従い、査証又は一時的

入国許可を含むその他の形式による合衆国

への入国許可について定める規則の制定及

び執行

⑸ 国の移民法執行政策及び優先事項の確定

⑹ C部に規定する場合を除く、合衆国関税

関係法の執行

⑺ 第421条に基づき国土安全保障長官に移

管された農務省の検査及び関連する行政上

の機能の実施

⑻ 前各号の責任の実行に当たり、合法的な

運輸及び通商の迅速で、整然とし、かつ効

率的な流れの確保

第403条 移管対象の機能

第XV編（移管規定関連）に従い、次の機関の

機能、人員、資産及び負債を長官に移管する。

⑴ 合衆国関税局。これに関する財務長官の

職務を含む。

⑵ 運輸省運輸安全局。これに関連する運輸

長官及び運輸安全担当次官の職務を含む。

⑶ 共通役務庁連邦保安部。これに関する共

通役務庁長官の職務を含む。

⑷ 財務省連邦法執行訓練センター

⑸ 司法プログラム局国内テロリズム対応

室。これに関する司法長官の職務を含む。

B部 合衆国関税局

第411条 設置；関税局長

⒜ 設置

省に、合衆国関税局を設置し、これを第415

条⑺号に定める職務を含み、これに限定され

ない職務並びにそれらの職務に付随する人

員、資産及び負債を与えられる国境・運輸安

全担当次官の権限の下に置く。

⒝ 関税局長

⑴ 関税局の長として、大統領が上院の助言

と承認を得て任命する関税局長を置く。

⑵～⑶ ［略］

第412条 財務長官による関税徴収機能の留保

⒜ 財務長官による関税徴収機能の留保

⑴ 権限の留保

次号［⑵号］に掲げる法規定に基づきこ

の法律の施行日の前に法律により財務長官

に与えられていた関税徴収機能の権限は、

第403条⒜項⑴号の規定にかかわらず、この

法律を理由としては長官に移管されないも

のとし、この法律の施行日以降、財務長官

は、財務長官の裁量により、これに関する

権限を長官に委託することができる。財務

長官は、長官に委託しなかった権限の行使

について、長官と協議するものとする。

⑵ 制定法［略］

⒝ 関税徴収機能の維持［略］

第413条～第414条 ［略］

第415条 定義

この部において、関税徴収機能とは、次のこ

とをいう。

⑴ 輸入商品に対する関税（アンチダンピン

グ関税及び相殺関税並びにセーフガード規

定に基づき課される関税を含む。）、内国消

費税、手数料及び課徴金の査定及び徴収。

これらの査定を目的とした商品の分類及び

評価を含む。
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⑵ 輸入税の査定及び徴収に関して、人、手

荷物、貨物及び郵便物の通関の処理手続及

び拒否

⑶ 合衆国の関税関係法の回避を図る詐欺行

為に関わった者の発見及び逮捕

⑷ 1930年関税法第337条の執行、輸入割当及

び輸入商品の認証マークの貼付（marking）

に関する規定の執行並びに著作権及び商標

のための税関記録（Customs Recorda-

tions）の整備

⑸ 国際貿易統計を編集するための正確な輸

入データの収集

⑹ 互恵通商協定の執行

⑺ この法律の施行日の前日に、次に掲げる

合衆国関税局の職員及び関連の支援スタッ

フにより遂行されている職務：輸入専門官

（Import Specialists）、通関専門官（Entry
 

Specialists）、戻し税専門官（Drawback
 

Specialists）、国家輸入専門官（National
 

Import Specialist）、罰金・課徴金専門官

（Fine and Penalties Specialists）、規制

命令室（Office of Regulations and
 

Rules）、法務官（attorneys）、税関監査官

（Customs Auditors）、国際通商専門官

（International Trade Specialists）、財政

制度専門官（Financial System Special-

ists）

⑻ この法律の施行日の前日に、⑴号から前

号［⑺号］までの規定に示す職務に関し、

次に掲げる合衆国関税局の部署（offices）

及び関連スタッフにより遂行されている職

務：情報技術室（Office of Information
 

and Technology）、科学分析室（Office of
 

Laboratory Services）、主任顧問室（Office
 

of the Chief Counsel）、連邦議会担当室

（Office of Congressional Affairs）、国際

業務室（Office of International Affairs）、

教育研修室（Office of Training  and

 

Development）

第416条～第419条 ［略］

C部 雑則［略］

D部 移民取締機能

第441条 国境・運輸安全担当次官への職務の移

管

第XV編（移管規定関連）に従い、移民帰化局

長から国境・運輸安全担当次官に対し、次のプ

ログラムに基づいて遂行されるすべての職務及

び移管が行われる直前にこれらのプログラムに

関係していたすべての職員、資産及び責任を移

管する。

⑴ 国境警備プログラム

⑵ 拘束及び強制退去プログラム

⑶ 諜報プログラム

⑷ 捜査プログラム

⑸ 検査プログラム

第442条 国境安全局の設置

⒜ 局の設置

⑴ 一般規定

国土安全保障省に「国境安全局」を置く。

⑵ 次官補

国境安全局の長は、国境安全局担当の次

官補とし、次の規定に従うものとする。

A 国境・運輸安全担当次官に直接報告す

る。

B 最低５年の法執行の専門職としての経

験及び最低５年の管理事務の経験を有す

る。

⑶ 職務

国境安全局の次官補は、以下の規定に従

うものとする。

A 次のいずれかの職務の遂行のための政
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策を策定する。

ⅰ 第441条により国境・運輸安全担当次

官に移管され、国境・運輸安全担当次

官により次官補に委託されたもの

ⅱ その他法律により次官補に授権され

たもの

B その政策の運営を監督する。

C 国境・運輸安全担当次官に対し、E部に

基づき設置される市民権・移民サービス

局に影響を与える可能性のある国境安全

局の政策又は運営（矛盾が生じる可能性

のある政策又は運営を含む。）について助

言をする。

⑷ 外国の学生に関する情報を収集するプロ

グラム

国境安全局の次官補は、1996年不法移民

改革及び移民責任法（Illegal Immigration
 

Reform and Immigrant Responsibility
 

Act of1996）第641条（合衆国法典第8編第

1372条に定める非移民の外国人学生及びそ

の他の交換プログラムの参加者に関する情

報を収集するプログラム（同条に基づき創

設される学生及び交換訪問者情報システム

を含む。）を監督する責任を有し、その情報

を局の執行業務を遂行するために利用す

る。

⑸ 管理職ローテーション・プログラム［略］

⒝ 政策戦略室長

⑴ 一般規定

国境安全局に、政策戦略室長を置く。

⑵ 職務

政策戦略室長は、地方事務所における国

境安全局の職員と協議の上、次の事務をつ

かさどる。

A 移民取締問題についての政策を提言

し、政策のための調査及び分析を実施す

ること。

B 移民政策問題を（E部の下で設置され

る）市民権・移民サービス局の政策戦略

室長と必要に応じて調整すること。

⒞ 法律顧問

国境安全局の次官補の下に、首席法律顧問

を置く。法律顧問は、国境安全局の次官補に

対して専門的な法的助言を与え、入国審査事

務局において行われるすべての排除、国外追

放及び強制退去の手続において国境安全局を

代理する。

第443条～第446条 ［略］

E部 市民権・移民サービス

第451条 市民権・移民サービス局の設置

⒜ 局の設置

⑴ 一般規定

省に、「市民権・移民サービス局」として

周知される局を置く。

⑵ 局長

市民権・移民サービス局の長は、市民権・

移民サービス局長とし、次の規定に従うも

のとする。

A 副長官に直接報告する。

B 最低５年の管理事務の経験を有する。

C 国境安全局の次官補と同等の給与を得

る。

⑶ 職務

市民権・移民サービス局長は、次の事務

をつかさどる。

A この条若しくはこの法律により局長に

移管される職務又は法律により局長に授

権されるその他の職務を遂行するための

政策を策定すること。

B その政策の運営を監督すること。

C 副長官に対し、省の国境安全局に影響

を与える可能性のある市民権・移民サー

ビス局の政策又は運営（矛盾が生じる可
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能性のある政策又は運営を含む。）につい

て助言すること。

D 連邦の移民サービスの政策及び優先順

位を定めること。

E オンブズマンにより特定された重大な

サービス上の問題を改善するために、第

452条に定めるオンブズマンと定期的に

会合を持つこと。

F 議会へのオンブズマンの年次報告にお

いて述べられた勧告に対し、議会への提

出から３月以内に公式に応答することを

要求する手続を定めること。

⑷～⑸ ［略］

⒝ 移民帰化局長からの職務移管

第15編（移民規定関連）に従い、移民帰化

局長から市民権・移民サービス局長に対し、

次の職務及び第455条に特定する施行日の直

前にその職務を支援するために移民帰化局長

に与えられていたすべての職員、インフラ及

び資金を移管する。

⑴ 移民査証申請についての裁定

⑵ 帰化申請についての裁定

⑶ 亡命及び難民の申請についての裁定

⑷ サービスセンターで行なわれる裁定

⑸ 第455条に特定する施行日の直前に移民

帰化局が行うその他のすべての裁定

⒞ 政策戦略室長

⑴ 一般規定

市民権・移民サービス局に、政策戦略室

長を置く。

⑵ 職務

政策戦略室長は、地方事務所における市

民権・移民サービス局の職員と協議の上、

次の事務をつかさどる。

A 移民サービス問題についての政策を提

言し、政策のための調査及び分析を行う

こと。

B 移民政策問題について、省の国境安全

局の政策戦略室長と調整すること。

⒟ 法律顧問

⑴ 一般規定

市民権・移民サービス局長の下に、法律

顧問を置く。

⑵ 職務

法律顧問は、次の事務をつかさどる。

A 市民権・移民サービス局に影響を与え

る法律問題について、市民権・移民サー

ビス局長に対し、専門的な法的助言、意

見、決定、規則作成その他の援助を提供

すること。

B 入国審査事務局における査証申請につ

いての上訴手続において市民権・移民

サービス局を代理すること。

⒠ 主計官

⑴ 一般規定

市民権・移民サービス局に、主計官を置

く。

⑵ 職務

A 一般規定

主計官は、次の事務をつかさどる。

ⅰ 市民権・移民サービス局の予算を作

成し、執行すること。

ⅱ 市民権・移民サービス局の財政を管

理すること。

ⅲ 市民権・移民サービス局に対する支

払い、罰金その他の債権を回収するこ

と。

⒡ 市民権室長

⑴ 一般規定

市民権・移民サービス局に、市民権室長

を置く。

⑵ 職務

市民権・移民サービス局の市民権室長は、

合衆国の帰化市民になることに関心を持つ

外国人に対し、市民としての責任について

の教育及び訓練を推進する事務を、教材の
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作成を含め、つかさどる。

第452条～第462条 ［略］

F部 一般的移民規定［略］

第Ⅴ編 緊急事態対応

第501条 緊急事態対応担当次官

省に、緊急事態対応担当次官を長とする緊急

事態対応総局を置く。

第502条 責任

長官は、緊急事態対応担当次官を通じて、以

下の事務をつかさどる。

⑴ テロ攻撃、大災害及びその他の緊急事態

に対する緊急事態対応者の有効性を確保す

るための支援を行うこと。

⑵ 核問題有事対応班に関して、次のことを

行う（同班が、この編の規定に従い、省の

組織単位として行動しているか否かを問わ

ない。）。

A 基準を設定し、これらの基準が満たさ

れた時を認定すること。

B 合同その他の演習及び訓練を実施し、

その成果を評価すること。

C エネルギー省及び環境保護庁に対し

て、国境安全保障計画、演習及び訓練並

びに装備に資するため、適切な範囲で資

金を供与すること。

⑶ 次に掲げることを含め、連邦政府として

テロ攻撃及び大災害への対応を図ること。

A これらの対応の管理

B 国内緊急事態支援班、戦略的国家備蓄、

全国災害医療システム及び（この編の規

定に従い、省の組織単位として行動して

いる時における）核問題対応班を指揮す

ること。

C 大都市医療システムを監督すること。

D テロ攻撃又は大災害が生じた際に、そ

の他の連邦の対応能力源を調整するこ

と。

⑷ テロ攻撃及び大災害からの復旧助成

⑸ この種の攻撃及び災害に対応するため、

連邦、州及び地方の職員及び機関と共に総

合的国家有事管理システムを構築するこ

と。

⑹ 既存の連邦政府の緊急事態対応計画を単

一の調整された国家対応計画に統合するこ

と。

⑺ 相互通信技術の総合的開発プログラムを

開発し、緊急事態対応者がこれらの技術を

修得するよう取り計らうこと。

第503条 移管対象機能

第XV編（移管）に従い、次に掲げる組織体の

機能、職員、資産及び負債を長官に移管する。

⑴ 連邦緊急事態管理庁。それに関連する連

邦緊急事態管理庁長官の機能を含む。

⑵ “FIRESAT”と改名される国家海洋大気

庁の危険情報統合システム

⑶ 連邦捜査局の国内テロ対応室。それに関

連する司法長官の機能を含む。

⑷ 司法省の国内緊急事態支援班。それに関

連する司法長官の機能を含む。

⑸ 保健福祉省の緊急事態対応室、全国災害

医療システム及び大都市医療対応システ

ム。それらに関連する保健福祉長官及び公

衆衛生緊急事態対応担当次官補の機能を含

む。

⑹ 保健福祉省の戦略的国家備蓄。それに関

連する保健福祉長官の機能を含む。

第504条 核問題有事対応

⒜ 一般規定

核問題有事対応班は、長官の指揮（合衆国
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における現実の若しくは脅威のあるテロ攻

撃、大災害又はその他の緊急事態関連）によ

り、省の組織単位として行動する。その行動

の間において、核問題有事対応班は、長官の

指揮、権限及び統率に服するものとする。

⒝ 解釈規則

この編の規定は、エネルギー長官及び環境

保護庁長官が、核問題有事対応班内の各自の

組織体を編成し、訓練し、装備し、利用し、

又は（この編に従い）それらが省の単位とし

て行動していないとき、それらを指揮し、権

限に服せしめ、統率する通常の責任を制限す

ると解釈してはならない。

第505条～第506条 ［略］

第507条 連邦緊急事態管理庁の機能

⒜ 一般規定

連邦緊急事態管理庁［以下 FEMAとい

う。］の機能は、次のとおりとする。

⑴ ロバート T.スタフォード災害救助緊急

援助法（Robert  T. Stafford Disaster
 

Relief and Emergency Assistance Act）

（合衆国法典第42編第5121条以下）に規定

されるすべての機能及び権限

⑵ 次に掲げる包括的かつリスクに基づく緊

急事態管理プログラムをもって国家を導

き、支援することにより、人命及び資産の

損失を軽減し、すべての危険から国家を防

護するというその使命を遂行すること。

A 危険及びそれらの影響から人及び資産

への長期にわたるリスクを軽減し、又は

除去するための持続的な行動をとること

による被害の軽減についてのプログラム

B あらゆる危険に効果的に備え、これを

軽減し、これに対応し、かつ、これらか

ら復旧を図るための緊急事態管理専門職

を確立するための計画策定についてのプ

ログラム

C 救急装備及び補給の配置、潜在的犠牲

者の避難、必要としている者に対する食

糧、水、避難所及び医療措置の提供並び

に重要な公共サービスの回復を通じて、

人命及び財産を救うための緊急行動を実

施することにより対応するプログラム

D 個人、企業及び行政が独力で機能でき、

通常の生活に復帰することができ、かつ、

将来の危険から身を守ることができるよ

うに地域社会を再建することによる復旧

についてのプログラム

E 事前の災害規模抑止策、計画策定、対

応及び復旧に関係する努力を調整するこ

とによる効率向上についてのプログラム

⒝ 連邦対応計画

⑴ FEMAの任務

この法律のいかなる規定にもかかわら

ず、FEMAは、大統領令第12148号（連邦公

報第44巻 p.43239）及び大統領令第12656号

（連邦公報第53巻 p.47491）により策定さ

れた連邦対応計画に係る主務官庁として留

まる。

⑵ 対応計画の改定

この法律の制定日の後60日以内に、

FEMA長官は、連邦対応計画を改定し、省

の設置を反映させ、省を組み入れるものと

する。

第508条～第509条 ［略］

第Ⅵ編～第XVII編 ［略］

注

⑴ Section 104, Division L（Homeland Security
 

Amendment of 2003). Public Law108-7, Feb.20,

2003,117STAT.526により一部を改正

⑵ Section103⑴,Division L.of Pub.L.108-7,ibid.
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により一部改正

⑶ Section103⑵,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正

⑷ Section101⑴,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正．この条による改正は、2002年国土

安全保障法第308条⒜項から⒞項⑴号までの規定を

対象とするが、実質的に改正されたのは、⒝項⑵号及

び⒞項⑴号である。

⑸ Section107,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により廃止

⑹ Section104⒞⑴,Division L.of Pub.L.108-7,op.

cit.⑴により廃止

⑺ Section101⑵,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正

⑻ Section103⑶,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正

⑼ Section105⑵,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により Title XI,subtitle Aの末尾に第1104条（施

行日）を追加

⑽ Section105⑴,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正

op.cit.⑼

Section106,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.⑴

により Title XI,subtitle Bの適用に留保条項を設け

る。

Section103⑷,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により一部改正

Section102⒜,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴により第1714条から第1717条までを廃止

Section103⑸,Division L.of Pub.L.108-7,op.cit.

⑴によりこの法律の末尾に第1714条(この法律によ

る歳出予算の使用に関し連邦議会本会議及び所管の

委員会に提出することとされる報告書等を上下各院

の予算委員会にも同一の条件で提出することを定め

る規定）を加える。

自主的に作成された標準に連邦が依拠することを

定める。

Section104,Division L,Public Law108-7,op.cit

⑴による改正後の規定

op.cit.⑷

op.cit.⑷

この翻訳は、平成14年度後半（2003年１月）から平成

16年度初め（2004年４月末）までの間における英米法研

究会の活動成果である。本誌掲載原稿は、土屋恵司が整

理・校訂を行ったものであり、原稿の誤りについての責

任は、土屋が負うものである。

＊調査及び立法考査局英米法研究会

顧問：藤田初太郎（元調査及び立法考査局長）

会員：梅田久枝（代表）、井田敦彦、上原有紀子、岡久

慶、落美都里、苅込照彰、重田正美、田中嘉彦、土屋恵

司、中川かおり、西川明子、平野美恵子、星健一（平成

15年度まで）、松橋和夫、森田倫子
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